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はじめに 
 
 
国土交通省国土政策局では、国土調査の一環として、全国の都道府県と協力して

「土地分類基本調査」を実施し、５万分の１地形図を単位に、土地の自然的条件（地

形、表層地質、土壌）等について調査した結果を、調査図及び調査簿として整備・

提供してきました。 

近年、集中豪雨や大地震の多発により、毎年のように水害や地盤災害が発生して

いますが、これらの災害の中には、土地本来の自然条件を無視した開発や利用に起

因するものもあり、土地の安全性対する関心が高まっています。 

このため、平成 22年度から新たな土地分類基本調査として、地域ごとの土地の改

変履歴や本来の自然地形、過去からの土地利用変遷状況、自然災害の履歴等に関す

る情報を総合的に整備し、土地の安全性に関連する自然条件等の情報を、誰もが容

易に把握・利用できる土地分類基本調査（土地履歴調査）に着手しました。 

この「大津」図幅の調査成果は、近畿圏地区の土地分類基本調査（土地履歴調査）

の第２年次目の成果として、平成 25 年度に実施した調査の結果をとりまとめたもの

です。本調査成果については、行政関係者や研究者等の専門家だけでなく、学校教

育・生涯学習・地域の活動等に取り組む団体や住民の方々、居住地域の地形状況を

知りたい方、新たに土地の取引をされようとする方々、不動産の仲介・開発等に関

係する企業の方々、その他地域の自然環境、土地利用、災害等に関心を持つ方々等

に、幅広く利用していただきたいと考えています。 

最後に、調査の実施にあたり終始ご指導をいただいた地区調査委員会の皆様をは

じめ、ご協力をいただいた関係行政機関等の方々に深く感謝申し上げます。 

 

 

 

平成 26 年 3 月 

 

 

国土交通省 国土政策局 国土情報課 
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１ 調査の概要 

1.1 調査の目的 

本調査は、自然災害等に対する土地の安全性に関連して、土地本来の自然条件等の情

報を誰もが容易に把握・活用できるように、過去からの土地の状況の変遷に関する情報

を整備するとともに、各行政機関が保有する災害履歴情報等を幅広く集約し、総合的な

地図情報として分かりやすく提供することにより、災害等にも配慮した土地取引、災害

時の被害軽減、被災しにくい土地利用への転換を促すなど、安全・安心な生活環境の実

現を図ることを目的とする。 

 
1.2  調査方法及び成果の概要 

これまでの土地分類基本調査の調査項目に加え、土地の開発等により不明となった土

地本来の自然地形や改変履歴等を明らかにするとともに、過去からの土地利用変遷情報

を整備し、災害履歴情報を編集するため、主に次の方法により以下の土地状況変遷及び

災害履歴情報からなる調査成果を作成した。 

調査成果図は、概ね縮尺５万分１の精度で編集し、同縮尺の地形図を背景図として地

図画像（PDF ファイル）を作成した。 

 
(1) 調査方法 

土地状況変遷情報は、５万分の１都道府県土地分類基本調査成果や国土地理院作成の

土地条件図等既存の地形分類図、明治以降に作成された旧版地図、昭和 20 年頃の米軍

撮影空中写真、最新の空中写真等を活用して作成した。 

災害履歴情報は、地方公共団体や関係行政機関等が調査した水害、地震災害等の現地

調査図等の資料より編集した。 

 
(2) 本調査による調査成果 

① 土地状況変遷情報 

ⅰ．自然地形分類図 

土地本来の自然地形である山地・丘陵地、台地、氾濫原低地、自然堤防、旧河道、

湿地、三角州・海岸低地等に分類した図である。なお、現況の人工改変地にあっては

改変前の自然地形を復元し分類している。 

ⅱ．人工地形分類図 

人工改変地を埋立地、盛土地、切り盛り造成地等に分類した図である。なお、本調

査成果図では、人工地形及び自然地形を重ねて「人工地形及び自然地形分類図」にま

とめて作成している。 

ⅲ．土地利用分類図（２時期分） 

明治・大正期（現在から概ね 120 年前）と昭和 40 年代（同概ね 50年前）の２時期

の土地利用状況を復元し分類した図である。 

② 災害履歴情報 

ⅰ．災害履歴図 

浸水状況、地震被害等の既存資料図を基に、被害分布等の図にとりまとめて編集し
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たものである。 

ⅱ．災害年表・災害関連情報 

年表形式の災害記録、災害に関する文献情報等をとりまとめたものである。 

③ 調査説明書 

調査成果図等の利用の参考とするため、本説明書を作成している。 

④ 調査成果図 GIS データ 

各調査成果図の GIS データを作成している。 

  
1.3 調査実施体制 

 

(1) 地区調査委員会（敬称略 順不同） 

委員長 

海津 正倫  奈良大学 文学部 教授（名古屋大学名誉教授） 

委員 

（学識経験者） 

植村 善博  佛教大学歴史学部 教授 

高田 将志  奈良女子大学研究院 人文科学系 教授 

（関係府県・政令市） 

滋賀県 総合政策部 県民活動生活課 

京都府 農林水産部 農村振興課 

京都市 建設局 土木管理部 調整管理課 

 
(2) 実施機関 

① 計画機関 

国土交通省 国土政策局 国土情報課 
② 受託機関 

地形分類調査・土地利用履歴分類調査 
株式会社東京地図研究社 

災害履歴調査 
株式会社フジヤマ 

実施管理 
株式会社 パスコ 
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２ 調査地域の概要 

2.1 地域の位置 

本調査の対象地域（以下「本図幅」という。）は、国土交通省国土地理院発行５万分

の１地形図の「京都東北部」（北緯 35°00′～10′、東経 135°45′～136°00′；座標

は日本測地系 ※、以下同じ）、「京都東南部」（北緯 34°50′～35°00′、東経 135°45′

～136°00′）のそれぞれ一部、滋賀県西南部、京都府東南部にまたがる範囲である。図

2-1 に本図幅の位置図を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 調査位置図 

 
 

                                                                                                                                                     
※世界測地系(日本測地系 2000)では、「京都東北部」図幅は 35°00′11.6″～35°10′11.6″Ｎ、135°44′49.8″～

135°59′49.7″Ｅ、「京都東南部」図幅は 34°50′11.7″～35°00′11.6″Ｎ、135°44′49.8″～135°59′49.7″

Ｅの範囲。 

京都東北部 

京都東南部 

京都西北部 

京都西南部 

135°30′ 45′ 136°00′Ｅ 

35°10′ 

35°00′ 

34°50′Ｎ 
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2.2 地域の行政概要 

本図幅に関係する市区町村は、滋賀県の５市（大津市、草津市、守山市、栗東市、野

洲市）、京都府の２市（京都市、宇治市）である（図 2-2、表 2-1）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 関係市区町村 

 
表 2-1 関係市町村（面積、人口、世帯数） 

  図幅内面積 行政面積 行政区域内世帯数 同 人口総数 

 

滋賀県 

ha 

256.67 

ha 

72,065 

世帯 

274,562 

人 

671,735 

 大津市 160.03 46,410 141,046 341,468 

 草津市 65.23 6,792 62,064 135,456 

 守山市 20.63 5,573 28,681 78,842 

 栗東市 10.78 5,275 24,343 65,793 

 野洲市 0.00 8,015 18,428 50,176 

京都府 39.78 40,483 660,080 456,184 

 京都市 27.64 33,728 585,388 267,610 

  左京区 6.44 24,688 168,180 82,832 

  伏見区 11.22 6,162 282,015 125,920 

  山科区 9.98 2,878 135,193 58,858 

 宇治市 12.14 6,755 74,692 188,574 

計 296.45 112,548 934,642 1,127,919 

1.図幅内面積は、本調査における図上計測値。 
2.行政面積は国土地理院「平成 25 年全国都道府県市区町村面積調」（平成 25 年 10 月 1 日現在）による。 
3.人口、世帯数は平成 22年国勢調査人口集計結果を元に各府県で算出された推計値（平成 25 年 10月 1 日現在）

である。 
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2.3 地域の特性 

(1) 沿革 

本図幅は、大部分がかつての近江国に属し、西部の一部にかつての山城国が含まれて

いる。明治４（1871）年廃藩置県により、近江国は大津県、長浜県が設置され、翌明治

５（1872）年に大津県が滋賀県に、長浜県が犬上県に改称され、同年、両県が合併し現

在の滋賀県が改めて成立した。また、山城国は同じく明治４（1871）年廃藩置県により、

丹後国の一部を加えて京都府が設置され、明治９（1876）年に豊岡県を併合してほぼ現

在の京都府域が確定した。 

本図幅の中心に位置する大津は、京都に隣接することから古代より開発が進み、壬申

の乱や藤原仲麻呂の乱といった戦乱の舞台となるなど、重要な拠点都市であった。また、

江戸時代に入ると、江戸と京都を結ぶ東海道が整備され、草津と大津は宿場町として栄

えた。 

明治期以降はＪＲ東海道本線等の鉄道整備が進み、鉄道沿線を中心に市街地が形成さ

れている。近年においては、大阪や京都のベッドタウンとしての役割を果たすようにな

り、新興住宅地や駅周辺のマンション開発など都市化が進行している。また、高速道路

の整備やトラック流通の興隆に伴って交通利便のよさが再認識され、流通拠点や工場・

研究開発施設も相次いで進出している。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A3%AC%E7%94%B3%E3%81%AE%E4%B9%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A3%AC%E7%94%B3%E3%81%AE%E4%B9%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%97%A4%E5%8E%9F%E4%BB%B2%E9%BA%BB%E5%91%82%E3%81%AE%E4%B9%B1
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(2) 気候 

大津の気候をアメダス大津観測所（大津市萱野浦）の 1981～2010 年の 30 年間の平年

値（表 2-2）からみると、年降水量は 1,529.7mm で、月降水量は３～10 月にかけて 110mm

／月を超え、特に梅雨期の６、７月には 220 mm／月を超える大量の降雨を記録している。

月降水量の極小は 12 月の 50.4mm で、11 月～２月の降雨は 70mm／月以下で推移してい

る。年平均気温は 14.9℃、最寒月（１、２月）の日最低気温の月平均は 0.5℃、最暖月

（８月）の日最高気温の月平均は 32.2℃となり、気温差の大きい盆地型の気候となって

いる。 

風速は年間を通して大きな変動はなく、比較的穏やかである。風向は、年間では南南

東の頻度が最も高いが、12～３月にかけては西風が卓越している。また、年間日照時間

は 1,816.0 時間で、１～２月に少なく 120h／月を下回っているが、夏季の８月に極大

（201.4h／月）となり、200h／時を超えている。 

 

表 2-2 大津の気候表（1981～2010 年の平年値） 

要素 

降水量 気温 風向・風速 日照時間 

(mm) (℃) (m/s) (時間) 

合計 平均 最高 最低 平均 最多風向 合計 

統計期間 
1981    1981    1981    1981    1981    1990    1987    

  ～2010   ～2010   ～2010   ～2010   ～2010   ～2010   ～2010 

資料年数 30 30 30 30 30 30 24 

1 月 52.6 3.9 7.8 0.5 1.6 西 110.8 

2 月 69.7 4.2 8.3 0.5 1.6 西 115.0 

3 月 123.3 7.3 12.1 2.9 1.6 西 148.5 

4 月 119.7 13.0 18.5 7.9 1.5 南南東 179.1 

5 月 162.7 17.9 23.2 13.0 1.5 南南東 184.0 

6 月 229.2 21.9 26.6 17.9 1.3 北 145.2 

7 月 220.8 25.8 30.5 22.2 1.3 南南東 164.4 

8 月 142.8 27.1 32.2 23.2 1.4 南南東 201.4 

9 月 174.2 23.2 27.9 19.3 1.3 南南東 149.4 

10 月 123.3 17.0 21.9 12.7 1.3 南南東 150.4 

11 月 75.4 11.3 16.0 7.0 1.3 南南東 135.3 

12 月 50.4 6.3 10.6 2.5 1.5 西 128.3 

年 1,529.7 14.9 19.6 10.8 1.5 南南東 1,816.0 

「日本気候表（気象庁,2011）」によるアメダス大津の平年値。 

統計期間は 1981～2010年の 30年間。但し日照時間は、1987～2010 年の 24 年間。 
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(3) 地形及び地質の概要 

本図幅の地形は、北部から中央にかけて琵琶湖の水面が広い面積を占め、その周囲に

低地、さらに図幅北西から南西、南東にかけて縁取るように山地・丘陵地が分布してい

る。 

低地は、琵琶湖東岸では野洲川や草津川などによって形成された扇状地や三角州が幅

の広い沖積平野を形成しているのに対し、琵琶湖西岸では山地・丘陵地が湖岸にせまり、

幅の狭い低地が細長く付着しているにすぎない。琵琶湖西岸の山地は比叡山と音羽山を

結ぶ稜線が京都府との境となっており、比較的急傾斜の斜面が連続している。図幅南東

部には比較的起伏の少ない信楽山地が位置し、琵琶湖湖岸の低地との間にはまとまった

段丘面が分布している。 

地質的にみると、山地部は比叡山一帯と信楽山地周辺は花崗岩質岩石が分布し、それ

以外は固結堆積物で形成されている。低地部は琵琶湖沿岸では泥がち、砂がちの未固結

堆積物が広く分布しており、山地と低地の間の段丘面等には半固結の古琵琶湖層が点在

している。 

（５万分の１土地分類基本調査「京都東北部・京都東南部・水口」説明書による）。 
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３ 調査地域の地形及び土地の開発、保全及び利用との関係 

 
3.1 地形概説 

(1) 調査範囲および地形地域区分 

 
図 3-1 「大津」図幅の自然地形分類図 

「大津」図幅の自然地形分類図と、国土地理院基盤地図情報（標高モデル 5m メッシュ。標高は 10 倍に強調）か

ら作製した地形の陰影図を重ねて表示した。 

 

本調査における「大津」図幅の自然地形分類図が図 3-1である。本図幅は近江盆地南

部にあたり、琵琶湖の湖岸に位置する滋賀県大津市や草津市などが含まれる。５万分１

地形図では、「京都東北部」および「京都東南部」のそれぞれ一部を繋ぎ合わせた範囲

になる。 

本説明書では、地形分類の結果を踏まえて、山地から低地に至る複数の地域に分け、

それぞれに名称をつけた（図 3-2）。地域の区分には、20 万分の 1 土地分類基本調査及

び土地保全基本調査（滋賀県）（国土庁土地局、1975）、20万分の 1 土地分類基本調査及

び土地保全基本調査（京都府）（国土庁土地局、1976）、５万分の１土地分類基本調査（地

形分類図）「京都東北部・京都東南部・水口」（滋賀県・京都府、1982）、脇田・竹内ほ

か（2013）などを参考にした。また、本図幅の西側に隣接する本調査「京都」（国土交
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通省国土政策局、2014）とも統一の区分及び呼称とした。 

なお、本図幅においては、1970 年代以降、土地条件図「大津」（国土地理院、1984）、

都市圏活断層図「京都東北部」（岡田・東郷ほか、2009）、「京都東南部」（岡田・東郷ほ

か、1996）、治水地形分類図「草津」および「京都東南部」（国土地理院、1977a、1977b）、

「瀬田」および「京都東北部」（国土地理院、1978a、1978b）、滋賀県総合地形学図（池

田・大橋ほか、1991）、治水地形分類図更新図「瀬田」および「京都東南部」（国土地理

院、2011a、2011b）、「草津」および「京都東北部」（国土地理院、2011c、2011d）など、

複数の地形分類図が作製されている。 

 
図 3-2 「大津」図幅の地形地域区分および名称 

 
(2) 近畿地方の地形－近畿三角帯 

近江盆地は海域と接したことがなく、海水準変動の影響を直接受けていない。そのた

め、地形や堆積物の保存状態が良好な地域として知られている。その近江盆地を中心に

近畿地方の地形をみると、中央構造線以南の外帯に横たわる紀伊山地の山塊と、伊勢湾、

若狭湾、大阪湾と３方から海域に迫られた、狭く、三角形状の内帯に分けることができ

る（図 3-3）。内帯は、養老、鈴鹿、比良などの各山地や丘陵地および台地群と、それら

の山地列に囲まれた濃尾平野、近江盆地、京都盆地などの大小の盆地や平野の存在が特

徴的である。これらの地形配列は、東西および北西－南東方向の水平圧縮応力下で形成

されたことによるもので、特に敦賀付近を頂点として伊勢湾—中央構造線—淡路島—敦賀

に各辺を持つ三角形状に含まれることから、Huzita（1962）により「近畿三角帯（Kinki 

Triangle）」と呼ばれている。 
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図 3-3 「近畿三角帯」を中心にした近畿地方の地形と活断層の分布 

近畿地方内帯は若狭湾、伊勢湾、大阪湾の三方から海が迫る。陸域では、南北方向の小規模な山地と盆地状の平

野が交互に出現し、低地の周縁部には活断層（赤線）が発達する。陰影図は国土地理院基盤地図情報（数値標高

モデル 50m メッシュ。標高は６倍に強調）。活断層（推定断層、伏在断層含む）の分布は、中田・今泉編（2000）

より作製。 

 

近畿地方がこのようなリズミカルな地形になる以前は、小起伏の低平な平原が広がっ

ていたと考えられている。中新世末頃に始まった地殻変動が、波状変形を引き起こし、

沈降部である起伏の窪みには湾や湖がつくられた（太田・成瀬ほか編、2004）。その窪

みには、大阪周辺にみられる大阪層群、近江盆地周辺の古琵琶湖層群、東海地方周辺の

東海層群と呼ばれる浅海性あるいは淡水性の土砂が堆積する（図 3-4）。古琵琶湖層群相

当層は、本図幅内の地形を特徴づける地層のひとつである。 

第四紀以降には、各山麓部に活断層が発達した。活断層でブロック状に囲まれた地域

では、活断層の活動が隆起部と沈降部のそれぞれの起伏を大きく成長させている。 
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図 3-4 近畿地方における古琵琶湖層群相当層（中・更新統層）の分布 

近畿地方の丘陵地は、前期中新世から中期更新世にかけて堆積した淡水性あるいは浅海性の堆積物で形成される。

堆積物には地域名称がつけられ、大阪周辺では大阪層群、近江盆地では古琵琶湖層群、濃尾平野では東海層群と

呼ばれる。近江盆地に堆積する古琵琶湖層群は、伊賀－甲賀－大津と年代が新しくなることから、堆積の場が移

動していることがわかる。陰影図は国土地理院基盤地図情報（数値標高モデル 50m メッシュ。標高は６倍に強調）、

地質分布は産業技術総合研究所地質調査総合センター (編) (2014)より。 

 

(3) 調査地域における地形概説 

本図幅の中央部には、面積 670.25km2（国土地理院、2013）の日本最大の淡水湖であ

る琵琶湖が広がる。近江盆地では、流れる河川の多くが琵琶湖に注ぎ、琵琶湖に面した

陸域は、琵琶湖の湖面が侵食基準面となる。琵琶湖南端から流れる瀬田川は、琵琶湖か

ら流出する唯一の河川で、京都では宇治川、大阪では淀川と名称を変えて、大阪湾へ達

する。 

 

山地は琵琶湖を取り巻くように発達し、それぞれ近接しているが、地質や地形は異な

る。瀬田川上流域の東側には田上山地、西側には南北方向に連続する比叡山地および醍

醐山地が連なる。比叡山地から醍醐山地の北部にかけては、山地縁の活断層の活動によ

って形成された地塁山地である。 

醍醐山地と比叡山地北部および南部は主に丹波層群だが、比叡山地の中央部分と田上

山地は花崗岩体である（図 3-5）。山地における地形や地質の違いは、流域全体の地形特

性となって現れ、発生しやすい災害などを知るための手がかりとなる。 
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図 3-5 「大津」図幅の地質 

地質分布は産業技術総合研究所地質調査総合センター (編) (2014)から該当する地質を編集。陰影図は国土地理

院基盤地図情報（数値標高モデル５m メッシュ。標高は６倍に強調）より。 

 

丘陵地および台地は、田上山地の北側に瀬田・栗東丘陵、醍醐山地の北東側に膳所・

石山丘陵、比叡山地の東側に堅田丘陵が広がる。丘陵地は山地から連続する標高 100～

200m の地域で、近江盆地においては古琵琶湖層群の分布とほぼ重なる。古琵琶湖層群は、

琵琶湖の原型である古琵琶湖で堆積した最大層厚 1,500m を超える厚い堆積物で、全部

で９累層に分類される。堆積物の構成は、一部で扇状地性の砂礫層が卓越するほかは、

鮮新世以降に堆積した河川や湖沼の内陸性の砂、泥、礫などである。また、堆積した年

代と場所により、地殻変動の影響をうけた地層の傾斜や、特殊な堆積の様子がみられる。

それらの研究から、古琵琶湖は約 200万年前の伊賀上野周辺に発生し、その後の地殻変

動によって、現在の位置まで北西方向へ約２cm/年の速さで、約 80km を移動したものと

試算されている（太田・成瀬ほか編、2004）。 

丘陵地では、古琵琶湖層群のうち比較的新しい、更新世前期から中期頃の草津累層や

堅田累層の砂礫層あるいは泥層がみられ、複雑に開析されている（脇田・竹内ほか、2013）。

また、古琵琶湖層群がすべり面となり、丘陵斜面には小規模な地すべり地形や崩壊地が
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みられる。 

丘陵地の琵琶湖寄りには、台地（更新世の砂礫段丘）が発達する。本調査では、更新

世台地について段丘崖の表現を除いて段丘面の細分化は行っていないが、一般的には最

高位、高位、上位、中位面の各湖成段丘と、段丘を変位させる活断層の存在が知られて

いる（大橋、1978a、1798b：植村、1979：池田・大橋ほか、1979：東郷、1983 など：表

3-1）。いずれの段丘面も琵琶湖へ向かって傾斜し、段丘の前縁と低地との境界は不明瞭

である場合が多い。一方、段丘の側方は侵食されて深い谷が入り込み、斜面や急崖から

なる段丘崖がつくられている。膳所・石山丘陵や堅田丘陵では、活断層による段丘面の

変位がみられ、複雑な地形を形成している。 

 
表 3-1 近江盆地および京都盆地周辺の段丘面・地質層序対比表 

 
 

 
脇田・竹内ほか（2013）を一部加筆修正。 

 
低地は、琵琶湖をとりまく地域においては、琵琶湖東岸の草津川および野洲川流域の

草津川・野洲川低地と、琵琶湖西岸の琵琶湖西岸低地が広がる。いずれの低地も湖東平

野の一部で、近江盆地の南端部に位置する。琵琶湖から離れたところでは、瀬田・栗東

丘陵の南側に大戸川低地と、醍醐山地の西側に山科川低地があり、いずれも小規模な盆

地状の低地である。大戸川低地および山科川低地は、琵琶湖と同じ淀川水系に属するが、

それぞれの河川は琵琶湖には注がず、大戸川低地は瀬田川へ、山科川低地は山科川を経

て宇治川に合流する。 

山肌を削りながら急勾配の山地や丘陵地を流れてきた河川は、緩勾配の低地に達する
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と土砂の運搬作用を低下させ、堆積作用が卓越する。土砂の運搬から堆積に至るまでは、

勾配や地質あるいは気象などの条件により、土石流によって運ばれる場合と、掃流で運

ばれる場合がある。いずれの場合においても、土砂は重く、大きいものから振り分けら

れていくため、山地・丘陵地および台地と低地との境界付近には、比較的大きい礫が堆

積して扇状地が形成され、より細かい砂やシルト、泥は下流へと運ばれて氾濫原低地を

つくる。 

氾濫原低地は、河川がより自由に蛇行を繰り返すことが可能な空間である。河川の氾

濫時には、上流から運ばれた砂が微高地である自然堤防をつくり、周囲の低地では排水

が妨げられて後背湿地が形成される。氾濫原低地には、幾筋かの低湿で周囲よりも１～

２m ほど低い凹地が帯状に連なった旧河道がみられる。特に、草津川・野洲川低地や大

戸川低地には、自然堤防や旧河道が形成されていることから、河川が氾濫を繰り返して

きたことが読み取れる。また、近江盆地周辺地域では、低地を流れる多くの河川が天井

川となっている。本地域でみられる天井川は、人為的に堤防を嵩上げしたために形成さ

れたもので、河川が運ぶ土砂の多さや、河川と流域の人々との関わりを推察できる地形

である。 

河川の河口付近では、泥などの最も細粒な物質が堆積し、低湿地状の三角州を形成す

る。草津川・野洲川流域では、下流部が低平なため三角州面が広い。一般的に、三角州

は静水域の沿岸流や潮汐作用に応じてさまざまな形態をとるが、琵琶湖に注ぐ河川では、

三角州前縁部で琵琶湖に堆積面が突出したカスプ状（尖状）三角州が多く見られる。カ

スプ状三角州は、堆積作用が最も盛んな主流の河口付近に形成される三角州の一形態で

ある（井関、1972）。 

琵琶湖西岸低地の縁辺部においては、特に段丘との境界付近や、山地や丘陵地との境

界付近において、活断層による地形の変位がみられる。 

琵琶湖は「く」を鏡文字にしたような形の淡水湖で、湖水面標高 84.4m、最大水深は

104m（本図幅範囲外）に達し、野洲川と真野川の河口で狭められた部分（琵琶湖大橋付

近）を境に、竹生島や沖島を抱える北湖と、南側の南湖に分かれる。本図幅においては、

現水面として分類されるが、その湖底の地形は一様ではない。北湖の湖底は東岸から

徐々に深くなり、西岸寄りに２つの湖盆底を持つ。また、東岸の野洲川、日野川、安曇

川、姉川の河口沖には、数段の湖底段丘が確認されている（小谷、1971：横山・植村、

1983）。一方で、本図幅内の南湖は平均水深３m 程度で、最深部でも４～５m と浅く、埋

積が進んでいる。 

琵琶湖は、近江盆地の多くの河川の集水域でありながら、排水は瀬田川一箇所のみで

ある。このような地形的な特徴と、昭和 47（1972）年から開始された琵琶湖総合開発事

業による大規模開発の影響により、湖水の富栄養化が深刻になった。琵琶湖では、その

後、環境改善が急務とされ、ハード面およびソフト面の両面からさまざまな取り組みが

行われた結果、水質が徐々に改善されている。また、琵琶湖の貴重な水鳥や魚類、水生

植物などの保全活動が評価されるようになり、平成５（1993）年には国内で９番目のラ

ムサール条約湿地に登録された。 

人工地形としては、山地や丘陵地における人工平坦地、低地の盛土地、沿岸の埋立地

がある。人工平坦地は尾根と谷の切り盛り造成によるもので、瀬田・栗東丘陵で広範囲
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にみられる。盛土地は低地の氾濫原低地や谷底低地および三角州に、埋立地は大津市の

琵琶湖沿岸に目立つ。低地での開発は一部地域に集中するが、未だ水田や畑など農地の

ままの土地利用もみられる。 

表 3-2 は、本図幅内の市区町村別に自然地形区分ごとの面積を集計した結果である。 

 
表 3-2 本図幅内の市区町村別地形分類面積 

 
資料：「自然地形及び人工地形分類図」の図上計測による。 
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3.2 地形細説 

(1) 山地 

I－１．田上山地 

本図幅南部に位置する田上山地は、太神山（599.5m）、猪背山（553.2m）、笠間ヶ岳

（432.9m）、堂山（384.0m）（ただし、猪背山および太神山は本図幅範囲外）などを抱え

る標高 300～600mの山地である。山地はほぼ全域が花崗岩（田上花崗岩体）で、花崗岩

体中の断層や節理と並行する格子状の極めて密な谷系が発達する（脇田・竹内ほか、

2013）。 また、花崗岩体は風化が進んだマサ（真砂）で、脆く、崩れやすい。 

田上山地は、はげ山（禿しゃ地）が多い山地で、明治期の地形図では、荒地記号や雨

裂、岩崖の崩壊地などが表現され、空中写真においても山頂や谷頭部で岩肌が露出して

いる様子が確認できる（図 3-6）。はげ山化が急速に進行したのは奈良時代以降で、飛鳥

時代まではスギやヒノキの天然林が山地全域に広がっていたと推測されている。その原

因は、社寺建立の用材としての乱伐、燃料としての伐採、兵火や山火事などによるとこ

ろが大きい（松田・奥西、1970：細川・岡崎ほか、1997）。井口（1998）は、笠間ヶ岳

（432.9m）の周辺にあるヒノキやカシの天然林は、山頂に社祠があるために乱伐を逃れ

た植生で、はげ山になる前の田上山地の姿を想像させるものであるとしている。一度は

げ山になると植生や土壌の自然回復は難しく、保水力が低いうえにマサが剥き出しの状

態の田上山地は、山地の斜面崩壊が発生しやすい条件がそろっている。また、多量の土

砂が下流域に運ばれると、低地の扇状地や天井川などの堆積地形の形成につながる。大

規模な天井川が発達した草津川も、田上山地に源流を持つ河川である。 

 

 

図 3-6 田上山地のはげ山の様子 

昭和 23（1948）年３月に撮影された田上山地の様子。植生に乏しく、風化した花崗岩が剥き出しになっている

ため、山肌が白く写る。天神川のように、この山地を流れる河川は下流域で明瞭な天井川を形成する。米軍撮影

空中写真 M875-203、昭和 23（1948）年３月 31日撮影、縮尺約 1:43458（部分、原寸）。 

 
I－２．比叡山地 
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比叡山地は、近江盆地と京都盆地を隔てる山地で、主に標高 600m 程度の山々を連ね、

南北に連続する。山地西縁は花折断層（本調査「京都」図幅）があり、東縁には堅田断

層および比叡断層が走ることから、断層運動によって山域全体が持ち上げられ地塁性山

地を形成している。最高峰は標高 848.1m の大比叡で、周囲は四明岳（838.0m）など標

高 800m を超える山を抱える。大比叡やその周辺には、天台宗本山である延暦寺とその

関連施設があり、歴史的にも古くから人々の信仰の対象とされている。山地の南側には、

大文字山（465.3m）や如意ヶ岳（472.0m）など東西方向に連なる標高 400～500m の山塊

があり、醍醐山地に繋がる。比叡山地については地形的な特徴をもとに、大比叡から北

側を比叡山地北部、大比叡と大文字山～如意ヶ岳の尾根との間を比叡山地中部、それ以

南を比叡山地南部の３地区に分けて記載する。 

 
①比叡山地北部 

北側は大比叡から横高山（767.0m）、水井戸山（793.9m）、梶山（681.1m）など徐々

に標高を減じ、北端の途中町から標高 1,000mを超える比良山地に移る。地質は主に砂

岩や黒色頁岩ならなり、ジュラ紀中～後期に形成された丹波帯比叡山コンプレックス

に属する。地質は全体に接触熱変性作用を受け、硬く塊状を呈し、変成鉱物として一

般に黒雲母ができている（木村・吉岡ほか、1998）。 

 

②比叡山地中部 

比叡山地中部は、花崗岩体で構成されている。北部および南部と比べると、全体的

に標高が低く、そのうち高いところでも標高 350m 程度である。この花崗岩体は比叡花

崗岩体と呼ばれ、田上花崗岩と同様に風化が進行し、脆く、崩れやすい。そのため、

田上山地のように非常に細かく、節理が発達した複雑な谷を形成し、また、植生に乏

しく、はげ山や裸地、荒地もみられる。 

一方で比叡花崗岩は、京都の庭園や美術品などに利用される白川石や豊公石と呼ば

れ、本地域から切り出されてきた（小林・金井、1984）。音羽谷の石切り場は、明治期

の地形図にも示されている。 

 

③比叡山地南部 

比叡山地南部は、北部と同じくチャートや黒色頁岩層が卓越し、丹波帯大原コンプ

レックスに属する。大原コンプレックスは、比叡山コンプレックスとほぼ同じ時代に

できたと考えられている。また、比叡山脈の東寄りには、花崗斑岩が北北東—南南西あ

るいは南北走行で約８km にわたって比叡花崗岩に貫入する（木村・吉岡ほか、1998）。 

 

I－３．醍醐山地 

醍醐山地は比叡山地から南へ続く山地で、標高 600m の千頭岳を最高峰に、音羽山

（593.1m）、醍醐山（454.0m）、岩間山（443.0m）、袴腰山（391.0m）などの標高 300～600m

の山地である。琵琶湖の南端から流出した瀬田川は、醍醐山地を先入蛇行しながら横断

し、峡谷を形成する。なお、瀬田川は京都府に入ると宇治川と名称を変える。地質は一

部を除き、比叡山地北部および南部と同じく丹波帯に属する砂岩、泥岩、チャートなど
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からなり、接触変成作用をうけている（脇田・竹内ほか、2013）。 

南西部の袴腰山の周辺には、田上山地の花崗岩が分布する。花崗岩の部分には、崩壊

地やはげ山などの裸地がみられる。西側の山科川低地との間には、京都盆地-奈良盆地

断層帯が、東側の琵琶湖西岸低地との間には膳所断層があり、山地側を隆起させるよう

な活動様式が知られている。 

 

(2) 丘陵地・台地 

II－１．瀬田・栗東丘陵 

瀬田・栗東丘陵は琵琶湖の南岸にあり、田上山地および大戸川低地に隣り合う丘陵地

である。南側は典型的な丘陵地だが、北部は段丘が発達し、南部とは地形が異なる（図

3-7）。本項では南部の丘陵地と、北部の台地とに分けて記載する。 

 

①瀬田・栗東丘陵南部 

 

図 3-7 瀬田・栗東丘陵の鳥瞰図 

草津市上空付近から南西方向を望む鳥瞰図。丘陵南部は古琵琶湖層群が堆積する丘陵地で、大規模な開発が進む。

丘陵の北側は湖成段丘が発達し、琵琶湖のほうへ傾く。狼川などの小河川は天井川を形成し、微高地を形成する。

国土地理院基盤地図情報（数値標高モデル５mメッシュ。標高は３倍に強調）より作製。 

 

南部の丘陵地には、標高 150～200m程度のシャープな尾根と、主に南北方向に長く

深い谷、およびその谷に東西方向から合流する複数の支谷がみられる。また、谷頭部

には多くの崩壊地が確認できる。植村（2001）によると、この丘陵地には古琵琶湖層

群のうち、120～180 万年前頃に堆積した層厚 100m 程度の草津累層が分布する。草津

累層は砂礫層だが、とりわけ瀬田周辺ではチャート礫を多量に含んで特徴的なため、

瀬田累層とも呼ばれる。同様の地層は、宇治や、鈴鹿山脈の東側に堆積する東海層群

にも存在することから、チャート礫は、瀬田累層堆積時に鈴鹿山脈や琵琶湖域が隆起

したために、隆起帯の両翼に運ばれて、再堆積したものと考えられている。 
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②瀬田・栗東丘陵北部 

瀬田・栗東丘陵の北側半分、概ね東海道新幹線以北の標高 150〜100m 付近には、開

析された数段の段丘（台地）が発達する。標高 150〜130m 付近の平坦面は、連続性は

よくないが、高位段丘面にあたり、約 52‰の勾配で北北西へ傾斜する（池田・大橋ほ

か、1983）。堆積物は赤色風化した砂礫層からなり、丘陵面とほぼ同高度か、それより

高位置に分布する（植村、2001）。段丘面よりも古い丘陵面のほうが低い位置にみられ

るのは、段丘堆積物よりも丘陵の堆積物のほうが侵食されやすいためで、侵食への抵

抗性の違いがつくり出した地形である。段丘面は、山麓部に堆積した瀬田累層がその

後の地盤の隆起に伴い形成されたもので、現在残っているのはその後の侵食によって

部分的に残されたものである。 

標高 130〜100m 付近に発達する段丘は中位段丘で、標高 130〜120m付近に広がる上

位面と、標高 120m 以下の下位面の２面に細分され、段丘面は上位面で約 24‰、下位

面で約 13〜20‰の勾配を持ち、前縁は湖岸線とよく調和する（国土地理院、1977：滋

賀県・京都府、1982：植村、2001：脇田・竹内ほか、2013 など）。池田・大橋ほか（1983）

は瀬田面群と呼び、瀬田 I、II、III 面の３面に細分したが、脇田・竹内ほか（2013）

では、瀬田 I面は高位段丘面に、瀬田 II、III 面は中位段丘面に相当するものと分類

している（表 3-1）。段丘堆積物は、淘汰のよいチャート礫や礫交じりの砂、シルト層

からなり、一部では粘土層も確認されているが、全体でも層厚１～３m に過ぎず、侵

食性の段丘である。さらに、気候変動による湖面の変動を考慮すると、中位段丘は三

角州～湖面下で形成された波（湖）食棚で、最終氷期後期～前期にかけた湖面の間歇

的低下により、細分化したと考えられる（池田・大橋ほか、1983）。低位段丘は、標高

100m 前後の高位、中位段丘を開析した小河川の河谷内に、狭長で小規模な段丘として

分布する。いずれも小河川の西側のみで、東側には存在しない。中位面形成後、約 2.1

万年前の最終氷期極大期に湖面が低下したときに形成されたものと推測される。 

瀬田川沿い（瀬田橋本町周辺）には、標高 90m 前後の下位段丘がみられる。この段

丘は瀬田川が形成した段丘で、離水後に地殻変動の影響で高度を下げたものと考えら

れている（滋賀県・京都府、1982）。 

 

II－２．膳所・石山丘陵 

膳所・石山丘陵は醍醐山地の東、標高 100～200m 付近に広がる丘陵地である。山地

から緩やかに丘陵地に移行し、段丘群を経て低地へと続く。本項では膳所・石山丘陵

のうち、琵琶湖に面した大津－膳所－園山付近にかけての北部と、伽藍山以南の瀬田

川に沿った石山・南郷地区の南部の２地域に分けて述べる。 
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①膳所・石山丘陵北部 

 

図 3-8 膳所・石山丘陵北部の鳥瞰図 

琵琶湖上空から南西方向を望む鳥瞰図。膳所・石山丘陵は醍醐山地の前面に広がり、そして琵琶湖西岸低地へ移

り変わる。丘陵地は、一部で宅地造成など自然地形が改変されている。低地は扇状地性で、やや勾配がある。琵

琶湖に面した直線的な湖岸線は、戦後の埋立地である。国土地理院基盤地図情報（数値標高モデル 5m メッシュ。

標高は３倍に強調）より作製。 

 
膳所・石山丘陵北部は、北西－南東方向に連続する地域で、古琵琶湖層群のうち２

番目に新しい堅田累層からなる（図 3-8）。堅田累層の分布は、瀬田・栗東丘陵をつく

る草津累層のようなブロック状の広がりはなく、局所的である。堅田累層は堆積物の

様相から細分化されるが、西側の山地寄りの標高 160m 以上では、国分礫泥部層と呼ば

れる厚さ 80m以上のチャートや砂岩の礫が堆積する。標高 160m以下には、主に砂層と

シルト-粘土層の互層の富士見台砂泥部層が堆積する（脇田・竹内、2013）。また、湖

城ガ丘や秋葉台、富士見台、園山には、中位段丘群に囲まれるように高位段丘が形成

された標高 150～160m 弱の孤立丘がみられる。これらは、古琵琶湖層群が低地との境

界で撓曲する頂部付近にあり、侵食から取り残された残丘と考えられている（池田・

大橋ほか、1983）。 

段丘は、標高 160～140m 付近に富士見台砂泥部層を覆う高位段丘がみられる。堆積

物は主にチャートを主とする淘汰の悪い大礫からなり、段丘面は北東へ約 60‰で急傾

斜する（池田・大橋ほか、1983）。分布は大津市本宮周辺に限られ、瀬田・栗東丘陵の

高位段丘面にも対比される。 

標高 140～100m 付近には、中位段丘が続く。瀬田・栗東丘陵では中位段丘が細分さ

れたが、本丘陵においても上位面および下位面、あるいは３段に分類され、古い面ほ

ど琵琶湖側へ大きく傾く。段丘面の細分が可能な地域は膳所周辺と国分周辺のみで、

園山や北大路周辺では上位面は確認できるが、下位面は不明瞭である。大津市国分で

は I～III面までの発達が良く、中位段丘の模式地として池田・大橋ほか（1983）は国
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分 I～III面とした。堆積物はチャート礫層が主で、ところにより１～５m 程度のシル

ト質砂層を挟む。 

中位段丘に共通する特徴として、段丘の側面は醍醐山地から続く、深く長い谷に開

析されて明瞭な崖を形成する。しかし、段丘の前縁部に明瞭な段丘崖がみられないこ

とが多く、段丘は徐々に下位の段丘へと変化する。瀬田・栗東丘陵の段丘群や堆積物

も同様であることから、両者は共に湖岸段丘であり、形成過程もほぼ同様と考えられ

ている。 

大津市の滋賀県庁や膳所駅周辺などには、標高 100～90m付近に開析扇状地面があり、

これらを低位段丘面とする。低地にも、山地や丘陵地を開析した谷が土砂を運搬して

形成した複合扇状地が発達するが、低位段丘面は末端を現成の扇状地面に覆われてい

るため、その境界は不明瞭である。この時代には、土砂の生産が多く、山地から供給

された土砂が谷を埋積し、谷口には扇状地を形成しながら、琵琶湖南湖を埋めていっ

た。 

 

②膳所・石山丘陵南部 

 

図 3-9 膳所・石山丘陵南部の鳥瞰図 

田上山地上空から北西方向を望む鳥瞰図。膳所・石山丘陵南部は、段丘が発達し、段丘面に滋賀大学などの施設

がつくられている。宅地造成などで段丘崖を改変している様子もわかる。瀬田川の左岸、瀬田・栗東丘陵ではゴ

ルフ場（瀬田 GC）の改変が著しい。国土地理院基盤地図情報（数値標高モデル 5m メッシュ。標高は３倍に強調）

より作製。 

 

膳所・石山丘陵南部は、伽藍山以南の瀬田川に沿って広がる丘陵地および台地であ

る（図 3-9）。伽藍山は標高 239m の丹波帯のチャートからなる山地だが、その周囲の

石山寺や大平など標高 200～140m 付近には丘陵地があり、瀬田・栗東丘陵と同じ古琵

琶湖層群草津類層からなる。本図幅南端に位置する袴腰山の北東山麓部の標高 200～

100m あたりには、草津累層よりも古い蒲生累層が堆積する。蒲生累層はチャート、ホ
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ルンフェルス、花崗岩類などの礫層からなり、部分的にシルト～砂層や風化した火山

灰層などが確認されている（脇田・竹内ほか、2013）。 

南部に広がる段丘は北部の段丘とは異なり、石山寺の麓や平津、赤尾町付近に発達

する。赤尾町の標高 150～140m 付近の小規模な平坦面は、高位段丘に相当するが、他

の地域と同様に連続性に乏しい。石山寺や滋賀大学教育学部、赤尾の標高 140～100m

付近の平坦面は、本図幅において最も広く発達する中位段丘下位面にあたる。池田・

大橋ほか（1983）では赤尾 II 面に相当し、東へ 23‰の勾配を持つとされる。赤尾に

おいては、高位段丘との前縁に明瞭な段丘崖はなく、急斜面で中位段丘へ移る。平津

付近など、標高 110～90m には低位段丘が広がる。中位段丘とは比高 10m 以上の急崖に

より、また、低地とも５～８m 程の斜面あるいは崖をもって分けられる。低位段丘は

北へ傾斜し、堆積物から瀬田川の河成段丘であることが分かっており、姶良 Tn 火山灰

（AT）を挟む。膳所・石山丘陵における低位段丘は、琵琶湖が縮小しながらも辛うじ

て瀬田川へと排水されていた後の下刻期に段丘化したものと考えられている（池田・

大橋ほか、1983）。 

瀬田川の左岸に位置する関津付近には、田上山地の山麓に標高 100～140m 前後の緩

やかな斜面と段丘がみられる丘陵地がある。脇田・竹内ほか（2013）によると、堆積

物は大阪層群長山層で、宇治丘陵から続く同層の最北部とされているが、周囲の丘陵

地にみられる古琵琶湖層群とも連続していた可能性も高い。 

膳所・石山丘陵の前縁には、活断層の膳所断層が横切る。膳所断層は、琵琶湖西岸

断層帯の南端を構成する活断層で、斜面や段丘を変位させる断層崖や撓曲がみられる。 

 
II－３．堅田丘陵 

堅田丘陵は比叡山地の北東部、標高 100～200m 付近に広がる紡錘形をした丘陵であ

る。本図幅内には、標高 120～150m の丘陵南端部が含まれるのみで、丘陵地の主要部

は本図幅よりも北側に広がる。堅田丘陵は古琵琶湖層群堅田累層の模式地で、古琵琶

湖層群のなかでは新しく、30～50万年前頃に堆積した上下の２層にわかれる粗粒の砂

礫層である。上部層は、比叡山地や比良山地の山地寄りに分布し、礫層が卓越するが、

不連続ながら砂層、シルト層も見られる。下部層は主に泥層、砂層、礫層と、それら

の互層で、本図幅内では下部層の堆積地が見られる。丘陵地は全域が複雑に開析され、

丘陵頂部の平坦面はほとんどみられない（木村・吉岡ほか、1998）。 

丘陵斜面の頂部には馬蹄形の谷頭と急崖あるいは急斜面、およびその直下の緩斜面

の組み合わせで構成される独特な地形があり、小規模ながら崩壊性地すべりとみられ

ている（国土地理院、1977：稲井、1976）。 

堅田丘陵における段丘は、主に丘陵頂部や丘陵地を開析する谷に沿って高位、中位、

低位の各段丘が発達し、低位段丘は更に細分される（池田・大橋ほか、1979）。本図幅

においては、木の岡町や苗鹿など標高 130〜150m 付近の段丘が中位段丘に相当する。 

 
(3) 低地 

III-１．草津川・野洲川低地 

草津川・野洲川低地は本図幅内における最大の低地で、琵琶湖の東岸に広がり、瀬田
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丘陵と瀬田川で限られた地域である。近江盆地の地形区分としては、湖東平野の一部に

含まれる。草津川・野洲川低地では、扇状地、氾濫原低地と自然堤防、三角州へと移り、

これらの地形を形成した草津川、野洲川の旧河道が複数みられ、典型的な低地の地形を

示す。また、天井川が多数みられることも特徴である。本項では、草津川・野洲川低地

を扇状地、氾濫原低地、三角州、そして天井川に分けて、それぞれ述べる。 

 
①扇状地 

野洲川本流は本図幅より北側を流れるため、図面には表現されていないが、本図幅

の北東部は野洲川の左岸域にあたる。野洲川は延長 65.25km、流域面積 387km2で、琵

琶湖に流入する最大の河川である。鈴鹿山脈の御在所山（1,209m）付近に源流を持ち、

甲賀、水口、湖南などの盆地に段丘を発達させて、栗東で低地に至る。この栗東市石

部付近を扇頂として、標高 95m付近までの半径 5.0～5.5km の範囲に広がるのが野洲川

扇状地である。平均勾配は３‰程度の緩扇状地で、近江盆地では最も平坦な扇状地の

ひとつである（京都府・滋賀県、1984）。 

野洲川流域の南側には、草津川流域の低地が広がる。草津川の源流は田上山地の鶏

冠山付近にあり、延長約 13.17km の河川である。上流域の田上山地や瀬田・栗東丘陵

を過ぎるまでは谷底低地で、草津市岡本町の名神高速道路付近から堆積地形の形態が

みられるようになり、扇状地を形成する。扇状地の扇端は、流域全体の勾配から標高

95m 付近と推測される。扇面は、扇頂から半径 2.5～3.0km程度で、野洲川の扇状地よ

りも若干勾配が大きいが、分類上は緩扇状地とした。野洲川扇状地、草津川扇状地と

もに、扇端と氾濫原低地との境界は明瞭ではない。 

 

②氾濫原低地 

扇状地より下流域には、氾濫原低地と三角州が形成されている。本図幅においては、

扇状地の扇端である標高約 96m 付近から、勾配や微地形の配置などのパターンを読み

取り、標高 86.5〜87m付近までを氾濫原低地とした。氾濫原低地は若干勾配があるが、

文字通り河川が自由に氾濫して、低地を涵養する空間である。氾濫時には、河川水と

共に土砂もあふれ、河道に沿って砂などの細粒物質を堆積させ、微高地である自然堤

防がつくられる。自然堤防の背後には、砂よりも小さいシルトなどが堆積して、後背

湿地を形成する。 

野洲川や葉山川の自然堤防は比較的小規模だが、三角州面に形成された自然堤防や、

草津川流域では全体的に規模の大きい自然堤防が発達する。草津川の自然堤防は大き

いもので比高２m以上、東西方向に延伸し、その長さは 500m を超えるものもある。 

天井川が発達しやすい本地域において、凹地状の旧河道の数は多くはないが、図幅

北西部の小島-中、今市-荒見、守山甲-金森-三宅-欲賀などの集落を結ぶ旧河道は明瞭

で、連続性が確認できる。この上流側にも旧河道が形成され、守山市街を経て、野洲

川運動公園付近で野洲川本流に繋がる。特に、守山甲-大門から横江-東束町-芦浦町-

森-下物町にみられる旧河道は、かつての栗太郡（現・草津市）と野洲郡（現・守山市）

との境界に沿ったものである。古代には野洲川の分流が、郡の境界を兼ねた河川とし

て存在していたことを示唆する（滋賀県・京都府、1982）。草津川流域では、下流部で
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放射状に広がる数本の旧河道がみられるが、断片的である。 

 

③三角州 

氾濫原低地より下流にあたる河川の河口域では、さらに細かい泥などの細粒物質が

運ばれて三角州が形成される。三角州は極めて平坦で、自然堤防は減少し、クリーク

がよく発達することが特徴である。現在の琵琶湖の湖面は標高 84.5m であるが、明治

後期に瀬田川の南郷洗堰が建設されるまで度々洪水が発生し、２、３年に一度は２～

３m もの水位上昇があったと推定されている（庄・長尾ほか、2000）。草津川・野洲川

低地において水位が２m 上昇すると、湖岸線は現在よりも 0.5～２km 以上も陸地側に

入り込む。 

三角州面にも自然堤防がみられ、三角州面の形成後にも河川の氾濫が繰り返されて、

自然堤防が形成されたものと考えられる。また、下物町の地先には、琵琶湖に突き出

したブーメラン型の三角州がある。この三角州は、野洲川が運んだ土砂と琵琶湖の沿

岸流によって形成されたカスプ状三角州のひとつである。 

三角州の末端は湿地状で、ラグーンが発達する。琵琶湖の沿岸地域では「内湖」と

呼ばれ、明治から昭和初期までには 40数箇所あったとされるが、現在残されているの

は 23箇所余りである（西野、2007）。内湖にはヨシなどの湿生植物が育ち、さまざま

な動植物の生態系が形成され、ビオトープの役割を果たしてきた。また、湿生植物は、

漁具やかやぶき屋根、スダレといった日用品などの材料として利用され、繁茂したヨ

シを刈り取っていたことが、ヨシの生態を守り、ひいては琵琶湖の水質保全の一助と

なるものであった。内湖では淡水パールの養殖も行われ、平湖などが真珠養殖池とし

て利用されている。また、琵琶湖には、ビワコオオナマズやニゴロブナなどの固有種

が多く、そして、渡り鳥の越冬地としても知られている。 

 

④天井川 

野洲川も草津川も、氾濫を繰り返す暴れ川であることが知られている。かつて、野

洲川は上流よりも下流の川幅が狭い河川で、下流域では南流と北流に分岐していたが、

そのどちらも天井川であった。そのため、度々水害に見舞われていたが、水害対策と

して昭和 59（1979）年に南流と北流の中間に放水路が建設された。 

草津川は源流域の田上山地を下って、瀬田・栗東丘陵に差し掛かった付近から高い

堤防が築かれ、地山を越える区間のほかは、河口まで天井川を形成していた。天井川

は、河川延長 15km のうち７割超の約 11kmに及び、途中、美濃郷川や金勝川などの支

流をあわせるが、天井川に合流する支流も天井川化している（小林・高橋ほか、1979：

滋賀県・京都府、1982）。平成 14（2002）年には、金勝川との合流点から下流側に放

水路が建設され、天井川区間は短縮された。 

草津川・野洲川低地においては、葉山川、伯母川、草津川、北川、十禅寺川、狼川

など、瀬田・栗東丘陵を源流とする小河川は、いずれも顕著な天井川を形成する。天

井川は、河川の中流域の扇状地から氾濫原低地への漸移帯から始まり、河口付近まで

続くため、住宅より高い場所に河床がある様子や、川の下を道路や鉄道が通る光景が、

市街地の生活空間のなかに存在する（図 3-10）。 
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図 3-10 旧草津川をトンネルで通過する鉄道 

旧草津川は天井川を形成していたため、道路や鉄道は川の下にトンネルを開けて通過していた。現在この区間は

廃川になり、水流は無い。一部では天井川を切り取り、道路を通している場所もある。地形図では、河川の両岸

に連続する土堤（盛土記号）や、それらの河川とトンネルなどで交差する道路や鉄道などがあれば、天井川が疑

われる。2013年 10 月撮影。 

 
本地域における天井川は、河床の上昇と堤防が度々嵩上げされた結果、河床が周辺

の低地よりも高くなった特殊な河川である。特に、流域の地質がマサなどで土砂の流

出が多く、かつ、流域内で古くより人々の暮らしが営まれ、河川の堤防を築いてきた

ような河川が天井川になりやすい。天井川では、平時は河川の水が伏流するため地表

流は少ないか、あるいはみられず、地下水脈として存在する。しかし、豪雨時などに

は砂煙をあげて水が流れることがある（大矢、2006）。近江盆地にみられる天井川河川

は、源流域が花崗岩体や古琵琶湖層群で構成され、植生も乏しく土砂の流出が多いこ

とや、中、下流域には古代から続く集落や街道が存在するため、治水対策の一環とし

て堤防の嵩上げが行われていたことは想像に難くない。草津川では、江戸時代の絵図

にも草津宿の天井川の様子が描かれていることから、18 世紀末（1700 年代末）には既

に天井川化が始まっていたと考えられる（村上、1995）。 

 

III-２．琵琶湖西岸低地 

琵琶湖西岸低地は、西側を比叡山地と堅田丘陵に、南側を醍醐山地に限られる。標高

150m 以下の地形で、琵琶湖に面した東西１～２km、南北 13km 程度の狭長で西から東に

向けての勾配のある平野である。琵琶湖西岸低地には、比叡山地と醍醐山地を開析する

谷から大量の土砂が流出しているため、新旧の扇状地が平野のほぼ全域にわたって続き、

複合扇状地を形成して湖岸に迫る。琵琶湖西岸低地は、湖岸線が北北東-南南西から西

北-南東方向へと変化する屈曲点付近（琵琶湖疎水の取水口付近）で、低地の広がりを

北部と南部とにわけることができる。 
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①琵琶湖西岸低地北部 

 

図 3-11 琵琶湖西岸低地北部の鳥瞰図 

琵琶湖上空から北西方向を望む鳥瞰図。比叡山地から多量の土砂を運ぶ河川は、低地にでると扇状地を形成する

ため、勾配のある低地を形成する。低地の小河川は直線状に固定され、天井川である。琵琶湖にはカスプ状三角

州が形成されている。国土地理院基盤地図情報（数値標高モデル 5m メッシュ。標高は３倍に強調）より作製。 

 

琵琶湖西岸低地北部は、比叡山地を西側の背後に抱え、北側には堅田丘陵が広がる。

扇状地は、山地および丘陵地と、低地との境界にある谷の出口を扇頂にして、半径 300

～1000m の幅の堆積面を形成する（図 3-11）。坂本の集落がある地形面は、大宮川が形

成した扇状地だが、大宮川は扇状地面を下刻しているため、扇状地は段丘化している。

また、扇状地の勾配をみると、途中で傾斜が緩くなる。その境界は不明瞭であるが、

形成年代の異なる複数の扇状地面で構成される。 

扇状地は標高 88m付近まで広がるが、それ以下は急激に平坦になり、幅の狭い氾濫

原低地および三角州帯へと移る。下阪本や観音寺町には、比高１m 程度の蒲鉾状に盛

り上がった微高地があり、形態からみて浜堤（砂州・砂堆）と考えられる。浜堤は、

かつての湖岸線を示す低地の微地形であることから、琵琶湖西岸低地においては、こ

れらの浜堤の前縁までを氾濫原低地とし、琵琶湖側を三角州として分類した。 

扇状地を流れる小河川は、いずれも天井川を形成し、通常は伏流している。四ツ谷

川や大正寺川などは流路が付け替えられているため、複数の天井川が併走する様子や、

畑や道路などに転換された天井川の跡地がみられる。小河川の河口には、琵琶湖に飛

び出すようにカスプ状三角州が発達する。 

 

②琵琶湖西岸低地南部 

大津市街より東側を琵琶湖西岸低地南部とすると、南部は醍醐山地や膳所・石山丘

陵の開析谷から運ばれた土砂によって複合扇状地が形成され、大きく広がっている。

琵琶湖西岸低地北部の扇状地よりも勾配が小さく、半径 1.0～1.8km 程の扇状地が琵琶
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湖に迫る。膳所付近では、扇状地がそのまま湖岸に達するところもみられる。大津の

市街地の大部分はこの扇状地上にあり、膳所や石山では扇状地面に紡績工場などの工

業地域が形成されている（図 3-12）。 

 

図 3-12 膳所・石山丘陵および琵琶湖西岸低地に広がる大津市街地の眺め 

大津市街は膳所・石山丘陵と琵琶湖西岸低地にかけて広がる。丘陵地の住宅地は段丘面を利用するほか、丘陵斜

面を切り盛りした造成地もある。低地は中高層建物が多い。琵琶湖沿岸は昭和 30 年代後半以降の埋立地で、そ

こに市街地が拡大している。2013 年 10 月撮影。 

 

扇状地と琵琶湖との間には、幅 100m 程度のほぼ平坦な狭い低地があり、氾濫原低地

あるいは三角州とした。大津市街地は明治期に既に湖岸まで市街化が進んでいるため、

微地形は不明瞭である。大津市街では、柳ヶ崎の南側から競艇場-大津港-県道 18 号線

（通称、湖岸道路）に沿って、近江大橋の袂までが明治以降の埋立地である。 

 

III-３．湖底地形 

琵琶湖は、甲賀付近から地殻変動によって移動してきた湖で、周囲の丘陵地には湖成

段丘が発達する。湖底には遺跡が発見されていることから、琵琶湖底の上下変位があっ

たことは確実である。地形図にも、草津川・野洲川低地の沖合に等水深線で表現された

湖底段丘が確認できる（図 3-13）。また、国土地理院は、昭和 31（1956）年から昭和 51

（1976）年にかけて、琵琶湖全域の湖沼図を作製している。 
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図 3-13 地形図に表現された琵琶湖の湖底地形 

水域に等水深線が引かれ、湖底地形が表現される。1:25000 地形図「草津」平成 10年、部分修正（部分、原寸）。 

 

琵琶湖全体では、琵琶湖北部の長浜沖や、西岸の今津から和邇川河口にかけての沿岸

域、野洲川河口から愛知川河口にかけての沿岸域、そして、野洲川から草津川の沿岸域

にかけて湖岸段丘が分布する。小谷（1971）は湖底段丘を４段に分類し、いずれも三角

州面などの陸にあった地形が水没したものと推定した。湖段の形成年代は、沈降速度の

違いから、東岸と西岸では年代が大幅に異なり、東岸では第一湖段（水深-20～-30m）

が３～５万年前、第二湖段（水深-８～-15m）が１～1.5万年前、第三湖段は縄文～古墳

期頃の陸上面が古代～中世に水没した地形面と考えられている（横山・植村、1983）。

西岸では第一湖段が約 1.5 万年前、第二湖段は約８～９千年前、第三湖段が古代以降に

水没した地形面とされている（植村、1996）。湖段の前縁は湖底活断層で限られ、琵琶

湖の中心へ向かって落ちるような急崖を形成する。 

 

III-４．大戸川低地 

大戸川は、信楽山地の高旗山（710m）を源流として、信楽山地を流れて瀬田川に注ぐ、

延長 38kmの河川で、この大戸川に沿って形成された北東—南西方向に伸びる長さ約５km

の盆地状の低地が大戸川低地である。低地は東側の牧町付近で幅 500m ほどだが、瀬田

川に合流する付近では幅約 1.5km とラッパ状に広がる。瀬田・栗東丘陵と、田上山地に

限られる低地だが、山麓や丘陵の縁に活断層は認められていない。 

大戸川は、上流域である田上山地の花崗岩地帯から多量の土砂を運び出し、山麓に扇

状地を形成し、一部は扇状地が下刻されて段丘化する。また、大戸川は瀬田・栗東丘陵

や田上山地を流下する小河川を合流するが、天神川をはじめとしてほぼ全ての支流が天

井川である。低地の中心部は氾濫原低地で、南側に弧を描くように張り出す旧河道が連
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続的に確認できる（図 3-14）。自然堤防は点在する程度で、発達は良くない。 

 

 

図 3-14 大戸川低地の旧河道 

大戸川の下流域では、現河道から南側に張り出す旧河道（赤線）がみられる。旧河道は周囲よりわずかに低く、

水路や水田の配置が特徴的である。しかし、圃場整備や宅地造成などの改変が進むと、微地形は均されてしまう

ことも多い。国土地理院撮影空中写真 KK61-4YZ、C1-151。昭和 36（1961）年５月１日撮影、縮尺約 1:10000。 

 
微地形からみても、大戸川低地は頻繁に氾濫する河川で、平成 20（2008）年以降も数

年おきに溢水や、水田の浸水などの被害をうけている（大戸川ダム工事事務所、2008、

2009、2013）。このように水害の常襲地域のため、集落は現在でも段丘面や扇状地面、

天井川沿いの微高地に位置し、氾濫原低地の大部分は水田になっている。 

 

III-５．山科川低地 

本図幅の西南には、山科川低地の一部が含まれる。山科川低地は、醍醐山地の西側、

比叡山地の南側に広がる盆地状の低地である。山科川は醍醐山地の千頭岳（標高 600m）

に源流を持ち、低地の北東部から流れ、いくつかの支流を合わせて南流し、宇治川に至

る。山科川とその支流も、他の低地と同様に、山地から多量の土砂を運び込んで扇状地

を発達させる。山麓部にみられる段丘は、扇状地の一部が段丘化したものと考えられる。

また、山麓には勧修寺断層や黄檗断層群などの活断層があり、扇状地面を変位させてい

る。 
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3.3 地形と土地の開発、保全及び利用との関係 

(1) 地形と土地の開発、保全及び利用 

 
図 3-15 「大津」図幅の人工地形分類図 

「大津」図幅の人工地形分類図と、国土地理院基盤地図情報（標高モデル５m メッシュ。標高は 10 倍に強調）

から作製した地形の陰影図を重ねて表示した。 

 
本図幅の人工地形を図 3-15 に示す。人工地形は、草津川・野洲川流域の盛土地と、

瀬田・栗東丘陵南部の人工平坦地が大部分を占める。人工平坦地は、自然地形のうち山

地の尾根を切り取り、谷に厚く盛土することで、平坦あるいは緩傾斜に造成した場所で

ある。田上山地以外の各山地、丘陵地に分布し、宅地等に分類された地域では、主に住

宅地や工場、教育文化施設などに利用されている。農地等として分類された範囲では、

農地の圃場整備によるものは数少なく、概ねゴルフ場や大規模な公園などの都市的な利

用がされている。 
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（１）昭和 36（1960）年    （２）昭和 43（1968）年 

  
（３）昭和 58（1983）年    （４）平成 12（2000）年 

図 3-16 瀬田・栗東丘陵の変遷 

瀬田・栗東丘陵は、昭和 36（1960）年までは多くの自然地形が残る地域であったことが分かる。造成は、昭和

30 年代後半から始まり、昭和 50 年代にかけて急速に進行した。平成 10 年以降も大学の移転や住宅地造成など

の開発が続いている。 

（１）〜（４）は国土地理院撮影空中写真を 1:50000 に縮小。写真番号等は（１）KK61-4YZ,C1-183,昭和 36（1961）

年５月 22 日撮影、縮尺 1:40000，（２）KK68-8Y,C1-2, 昭和 43（1968）年９月 12 日撮影、縮尺 1:40000，（３）

KK83-2Y,C1-16, 昭和 58（1983）年４月 21 日撮影、縮尺 1:40000，（４）CKK2000-1X,C6-19,平成 12（2000）年

５月 30 撮影、縮尺 1:30000。 

 

高度経済成長期の昭和 30 年代後半（1960 年代）には、人口増加や交通網の発達、産

業構造の変化によって、宅地や工業用地の需要が増加し、また、造成技術や重機の開発

が進んだことで、山地や丘陵地の大規模開発が全国的に展開されるようになった（図 16）。

造成の一部は段丘にも及び、段丘崖を切り崩して開発されている場所もみられる。本来、

存在していた谷や尾根、崖の位置や規模は不明瞭であるが、それぞれ自然地形の潜在的

な特性が失われることはない。 

比叡山地や醍醐山地では、昭和 30 年代後半に開発された比叡平と、皇子山ゴルフ場、
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京都国際カントリークラブなど、大規模な造成地が分布する。他には延暦寺境内や山腹

の小規模な住宅造成地などがある。 

瀬田・栗東丘陵の開発は、名神高速道路草津インターチェンジ周辺に集中する。この

地域は、滋賀県が昭和 54（1978）年に「びわこ文化公園都市構想区域」として約 520ha

の範囲を指定し、開発を進めてきた地域である（びわこ文化公園都市将来ビジョン検討

委員会、2012）。丘陵地の造成は昭和 30年代後半（1960 年代）から始まり、昭和 50（1975）

年から平成 10（1998）年頃にかけて高校や大学、図書館、美術館などの教育文化施設や、

病院などの医療福祉施設に加え、公園緑地や競技場など多数の施設が建設された。また、

びわこ文化公園都市に隣接して、青山、若草、松が丘には住宅団地が整備されたほか、

北東部には工場団地もつくられ、大規模な造成地になった。名神高速道路の路面やイン

ターチェンジ、ジャンクションなどの施設も、丘陵地を切り崩して建設されたものであ

る。また、びわこ文化公園都市の西側には、瀬田ゴルフ場として広い人工平坦地が造成

された。 

膳所・石山丘陵においては、北部では名神高速道路の大津インターチェンジ付近の池

の里や鶴の里、富士見台の周辺に、南部では石山寺、大平、南郷周辺に人工平坦地が形

成される。 

山地や丘陵地には、改変工事中の場所が数箇所みられる。本図幅においては、採石場

およびダム建設工事中などである。醍醐山地の中央部にある改変工事中の区域は、不燃

物やゴミ焼却灰の埋立地を主に、治水ダムなども併設された「エコランド音羽の杜」の

造成区域である（京都府環境政策局適正処理施設部、2011）。また、醍醐山地南部には

鉱山があり、戦前から採掘が続いている。桜峠付近の井上平津鉱床は、昭和 17（1942）

年から採掘され、現在でも良質な長石鉱石を産出する（脇田・竹内ほか、2013）。宅地

やゴルフ場などの人工平坦地のなかには、鉱山閉山後に埋め戻して再改変されてつくら

れたところもある。 

低地では、山地や丘陵地を開析する谷底平野や、琵琶湖に面した氾濫原低地および三

角州に盛土地がみられる。特に草津市では、氾濫原低地への盛土範囲が広い。盛土地の

大部分は、住宅や工場などの建物に対するもので、低地の建物は少なからず盛土を施し

た上に建てられているものと考えられる。 

水部においては、琵琶湖沿岸での開発と共に人工地形が増加している。その契機は明

治 38（1905）年、瀬田の南郷洗堰の完成により、琵琶湖の水位が低下して内湖の干拓や

埋め立てが進んだことに始まる。その後、大津市街地や琵琶湖に臨む地域でも埋立地が

進み、埋立地は氾濫原低地や三角州面より２～３m も高くなっているところもみられる。

草津川・野洲川低地北部の湖岸の埋立地は、湖岸道路の建設に伴う埋立地である。また、

琵琶湖の最南端にある矢橋帰帆島は、昭和 53（1978）年に埋め立てが始まり、昭和 57

（1982）年に完成した琵琶湖で唯一の人工島で、下水処理施設と公園が整備されている。 

低地の盛土や旧水部の埋め立ては、昭和 30 年代後半以降に急速に広がった。それ以

前の旧版地形図や空中写真をみると、地盤の弱い氾濫原低地や三角州上に建物はほとん

どみられず、建物は扇状地や自然堤防、天井川沿いの微高地のみに立地していた（図

3-17）。このことから、氾濫原低地や三角州面は水田のままにしておくことで、水害時

における遊水池的役割を担っていたと考えられる。 
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（１）大正 11（1922）年の草津駅周辺 

 
（２）平成 10（1998）年頃の草津駅周辺 

図 3-17 草津駅周辺の変遷 

JR 線より東側は緩扇状地、西側は氾濫原平野である。大正期には野村や木川など自然堤防上にのみ集落があり、

他はほぼ一面水田であった。現在は市街化が進み、氾濫原低地にまで住宅や工場などの建物がつくられている。

（１）1:25000 地形図「草津」大正 11 年測図（部分、原寸）、（２）1:25000 地形図「草津」平成 10 年部分修正

（部分、原寸） 

 
切土地は、山地から低地に至るまで随所にみられる。道路や鉄道が、尾根や台地の一

部を削り取って建設されている箇所や、道路の立体交差、あるいは草津川のように河川

改修などで地形面を掘り下げている部分が該当する。 

 

(2) 地形の改変量 

人工地形の面積を、改変前の自然地形の分類別に集計したところ、自然地形の改変は

全体の約 16％であった（表 3-3）。自然地形の分類ごとの改変率は、山地で約 14％、台

地で約 13％、低地で約 24％、そして水部で約９％になり、低地の改変率が高い。 
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山地では、山地斜面のうち宅地等への改変は約 13.0 km2、ゴルフ場などの農地等への

改変は約 3.6km2 と、合わせると山地の改変地の大部分を占める。改変工事中の区域も、

丘陵地などの山地斜面において約 1.3 km2 あり、将来的には人工平坦地が増加するもの

と考えられる。台地では、段丘崖を含む高位面や上位面などの開発が進み、人工地形へ

の改変が約 1.8km2みられる。 

低地では、氾濫原低地の盛土面積が突出し約 13.5 km2に達する。谷底低地での盛土も

約 4.7km2ある。また、谷底低地の 1.5km2ほどが人工平坦地へ改変されている。谷底低地

では、谷埋め造成後の谷の原型が不明瞭なほど、厚く盛土されたことを示している。 

水部では、旧水部のうち約 84％が盛土地、埋立地などに改変された。琵琶湖沿岸の埋

立地のほか、低地や山地、丘陵地の谷頭部に存在した溜池が埋土され、失われたものと

考えられる。 

 
表 3-3 本図幅内の人工地形面積 

 
資料：「自然地形及び人工地形分類図」の図上計測による。 
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3.4 地形と災害及び保全との関係 

本図幅の地形条件は、地震による被害、河川の氾濫や堤防の決壊などによる水害、土

石流や斜面崩壊などの土砂災害などとの関わりが深く、災害の規模次第では深刻な被害

を受ける危険性がある。一方で、近畿三角帯の内帯には、火山が確認されていないため、

遠方の火山による降灰などの被害を除き、火山活動に直接関わるような災害は少ないも

のと考えられる。 

災害時には、人工改変により自然地形が不明瞭な場所でも、自然地形の持つ地盤条件

に大きく影響されることが多い。例えば、軟弱地盤に盛土をしているようなところでは、

地震時の地震動が、安定した地盤の場所よりも大きくなることや、豪雨時には降水がか

つての谷筋に集中し、土砂災害を引き起こすこともある。 

 
(1) 地震災害 

図 3-3の通り、近畿地方では多数の活断層が確認されていることから、陸域の活断層

の活動や、東海地震や東南海地震のような海溝型地震などの地震動による被害を受ける

ことが考えられる。特に本図幅内においては、琵琶湖西岸断層帯の活動による直下型地

震の発生が懸念される。滋賀県では、歴史時代において文治元年地震（1185 年）、寛文

２年の地震（1662年）、文政の地震（1819年）、安政の大地震（1854 年）、濃尾地震（明

治 24 年、1891 年）、姉川地震（明治 42年、1909 年）などの大地震の記録が残されてい

る（宇佐美、2003）。低地はいずれも地盤が軟弱なため、地震時には山地や台地よりも

揺れが増幅し、建物が倒壊する恐れがある。また、山地や丘陵地、段丘では、不安定な

斜面が崩壊する危険性がある。 

盛土や埋立地などの人工地盤では、地震動により液状化現象の発生が危惧される。人

工地盤では都市的な土地利用がされているため、建物への被害にくわえて、上下水道管

のような地下埋設物や電柱の破損などの被害も懸念される。液状化現象が発生しやすい

自然地形としては、氾濫原低地や谷底低地、旧河道、湿地、三角州などがあげられる。

扇状地、自然堤防および砂州・砂堆は、低地の地形のなかでも比較的地盤が締っている

が、縁辺部においては地下水位が高いため、地盤の液状化現象が発生することがある。 

 

(2) 琵琶湖西岸断層帯 

近江盆地において山地、丘陵地と低地との起伏の差を大きくさせているのが、山麓部

に発達する活断層である。琵琶湖西岸断層帯は、高島市付近から北北東-南南西にかけ

て全長約 59km に及ぶ断層帯であり、琵琶湖西岸低地と山地および丘陵群との比高を成

長させる働きがある。本図幅範囲は、断層帯の中央部から南端にあたり、堅田丘陵の縁

にある堅田断層、比叡山地との縁にある比叡断層、そして、膳所・石山丘陵と琵琶湖西

岸低地の縁にある膳所断層から構成される。特に、堅田断層および膳所断層周辺では、

低地の扇状地面を変位させる低断層崖が確認されている。完新世に形成された地形の変

位は、極新期においても活断層が活動した証拠であり、活断層が活発に活動しているこ

とを示す。 

琵琶湖西岸断層帯は、断層の西側が東側に対して相対的に隆起する逆断層で、平均的

な上下方向のずれの速度は約 1.4m/103年、平均活動間隔は 4500-6000 年、最新の活動は
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元暦２（1185）年の地震と考えられている。また、１回の上下変位量は、６-８m 程度の

東落ちで、一度の活動でマグニチュード 7.5 程度の地震を起こすことが、地形や地質の

調査から推定されている。（以上、地震調査研究推進本部、2009 より） 

 

(3) 水害 

低地の微地形からも明らかなように、低地は河川が繰り返し氾濫する空間である。野

洲川、草津川、大戸川などの河川が氾濫し、明治以降も琵琶湖洪水（明治 29 年、1896

年）、室戸台風（昭和９年、1934 年）、伊勢湾台風（昭和 34年、1959 年）のほか、数年

に一度程度の頻度で水害が発生している。 

大雨や集中豪雨が発生すると、下流域の氾濫原低地、谷底低地、三角州では、河道か

らの越流や堤防決壊により、建物や耕作地の流出や浸水が起きる。特に、後背湿地や旧

河道のような微低地、あるいは山地や台地の切土地では、窪地状の地形のため排水され

にくく、湛水期間が長くなりやすい。天井川も、越水や破堤をおこしやすく、大きな被

害では明治 28（1895）年に美濃郷川および草津川が破堤、昭和 41（1966）年には草津

川左岸が国道１号線の部分で氾濫した。近年では平成 25（2013）年９月の台風で、金勝

川の堤防が決壊した記録がある（滋賀県、2009）。その後、治水対策の一環として、天

井川では野洲川の河川改修や、河床の浚渫工事が進んだ。葉山川は、昭和 39（1964）年

度から下流域の改修が進み、旧天井川を平坦化し、新しい放水路をつくる工事が行われ

た。草津川は、昭和 46（1971）年度から下流域で放水路が建設され、平成 14（2002）

年に現在の草津川に付替えられた。なお、天井川は微高地であるため、廃川後は畑など

の農地に転換されているほか、堤防が切り崩されて道路や住宅地として利用されている。

しかし、そこはかつての河道であり、地下水の通り道であることから、豪雨時には水の

浸出や破堤、地震時には液状化現象が発生する危険性がある。 

低地のなかでも、自然堤防や砂州・砂堆のように、透水性の高い物質で微高地が形成

されていると、小規模な水害では浸水を免れることがある。浸水した場合にも、周囲の

氾濫原低地より短期間で排水されやすい。旧版地形図や空中写真をみると、昭和初期ま

で低地における古い集落は、概ね自然堤防などの微高地に集中する。これは頻繁に発生

する水害の経験から、自ずと地盤条件の良い微高地を居住地として選択してきた、先人

の知恵であったと考えられる。 

 

(4) 土砂災害 

本図幅内は、花崗岩体の田上山地と比叡山地のほか、古琵琶湖層群の堆積する丘陵地

を抱えるため、斜面崩壊や土石流など土砂災害の多発地帯である。山地や丘陵地には多

くの崩壊地がみられ、豪雨時には土石流が発生する恐れもある。天井川や扇状地の発達

から、上流から運ばれる土砂の多さを推し量ることができる。 

堅田丘陵では、古琵琶湖層群の粘土層がすべり面となり、滑動する小規模な地すべり

地形がみられる。近江盆地では本図幅範囲より若干外れるが、昭和 42（1967）年に滑動

が始まった雄琴町串林の地すべりが知られている。この地すべりは、造成工事の一環と

して、谷底内へ人為的に盛土を施した翌日に発生した。大量の盛土により谷底堆積物は

圧縮され、谷底に存在していた地下水脈の閉塞により、谷底堆積物と盛土が不安定にな
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った。また、最初の滑動でこの谷に埋設されていた水道管が破壊され、大量の水道水が

土塊中に浸透したことが、急激な滑動の要因になったと考えられている（稲井、1976：

竹内、1982）。串林の地すべり地では、さまざまな対策や工事がとられ、滑動は小さく

なったが、完全に止まることはなく、発生から 10 年を過ぎても滑動が続いた（山口・

高田ほか、1969：竹内、1982）。 

山地や丘陵地の人工平坦地では、盛土や切土地などの斜面が崩壊する可能性がある。

谷の盛土部では、尾根の切り取り部よりも地盤が軟弱で、地下水位も高い。そのため、

豪雨などで降水が集中すると、地盤の陥没や崩壊が発生することがある。 

 
防災、減災の視点からも、旧版地形図や空中写真、あるいは土地利用図、地形分類図

などの主題図類は、身の回りの地域の本来の地形や災害へのリスク、地域の歴史、地形

の改変状況などの「土地の履歴」の情報を、直感的に、かつ、空間的な広がりを持って

把握することができる有益な資料である。 
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４ 土地利用の変遷の概要 

 
4.1 過去の土地利用状況の概要 

(1) 明治 42（1909）年頃（現在から概ね 110 年前）の土地利用 

本図幅に関連する地形図として、明治 28（1985）年から大正元（1912）年にかけて正

式２万分の１地形図（大原、堅田、大津、草津、膳所、瀬田、宇治、大石村）が刊行さ

れ、続いて大正５（1916）年、６(1917)年には、５万分の１地形図（京都東北部：明治

42 測図、京都東南部：明治 42 年測図、大正３年部分修正）が刊行された。また、大正

14（1925）年、15（1926）年には、新たに２万５千分の１地形図（草津、瀬田、京都東

北部、京都東南部）が測図、刊行されている。明治期の土地利用分類図（第１期）は、

５万分の１地形図を基礎資料として、地形図の読図により土地利用分類を行なったもの

である（図 4-1）。 

 
図 4-1 「大津」図幅における約 110 年前（明治 42 年、1909 年）の土地利用 

 
①山地における土地利用 

本図幅では、琵琶湖を中心に北西側に比叡山地、南西側に醍醐山地、南東側に田上

山地が広がり、それぞれ特徴のある土地利用がみられる。 
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明治後期の比叡山地は、一部に荒れ地がみられるが、多くは森林でマツにスギやヒ

ノキの入る混交林で覆われていた（小椋、2002）。比叡山地は花崗岩体からなるため脆

く、降雨により土砂が流出しやすい性質でありながらも、商品価値の高い石材（白川

石）として、中世より盛んに採石されてきた。また、京都や奈良などの古都に隣接し

た本図幅の森林では、寺院や都市建設用の建材として、あるいは、薪炭材として過度

の伐採が行なわれていた（細川・岡崎ほか、1997：図 4-2）。そのため植物は定着せず、

明治初期にオランダ人技師デレーケの指導のもと、治山工事が始められるまでは荒廃

の著しいはげ山であったといわれる。土地利用図に表された荒地は、未植林あるいは

植物の根付きにくい荒廃地であったと考えられる。 

 

図 4-2 比叡山付近の荒地と石切り場 

赤破線内には荒地記号、赤実線内には白川石の石切り場の表示がみられる。正式２万分１地形図「大津」明治

42 年測図（部分、原寸。右図は×2.0） 

 
醍醐山地は全体的に急斜面で、比叡山地と同様にマツ、スギ、ヒノキの森林である

（小椋、2002）。森林のほかには、宇治市の笠取山を東西から挟む西笠取、東笠取の谷

底低地が水田として利用されている。瀬田川左岸の田上山地も、比叡山地と同じく花

崗岩体の山地であり、ここでも中世から過度の森林伐採が行なわれてきた。明治期の

地形図からは針葉樹林が判読されるが、露岩や崖、雨裂、荒れ地なども多く認められ

ることから、実際には疎林で、花崗岩が剥き出しになるような荒地に近い状態であっ

たことが推察される。 

 
②丘陵地・台地における土地利用 

本図幅の台地・丘陵地は、前述の山地と琵琶湖岸の低地を繋ぐ位置に、瀬田・栗東

丘陵、膳所・石山丘陵、堅田丘陵が広がる。 

瀬田・栗東丘陵では現在の東海道新幹線の付近を境に、南側には丘陵地が、北側の

瀬田から草津付近にかけては段丘と開析谷が発達する。南側の丘陵地は概ね森林だが、

北側の段丘面は畑や桑畑に、谷底平野は田に利用され、地形を生かした土地利用が展

開されている。また、開析谷の谷頭部には、灌漑用のため池が多数存在する。さらに、

段丘を縫うように旧東海道が通じ、段丘面には街村が発達する（図 4-3）。 

 

荒地記号 

石切り場 
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図 4-3 瀬田付近の旧東海道 

赤実線が旧東海道。街道沿いには並木記号や、鳥居川、瀬田、久保江、大江、一里山、月ノ輪、野路などの街村

が発達する。また、開析谷の谷頭部には、多数のため池も見られる。1:50000 地形図「京都東南部」明治 42 年

測図（部分×1.5）。  

 
膳所・石山丘陵では、北側の段丘は概ね森林あるいは田や畑などの農地で、段丘面

にも田が広がる。宅地は、段丘面の国分や大津市街に近いところにみられる程度であ

る。南側は醍醐山地に続く山地が広がり、琵琶湖、瀬田川に注ぐ開析谷が分け入る。

山地は針葉樹を中心とした森林で、谷底平野は田や桑畑・茶畑などの樹木畑として利

用される。 

本図幅北部には堅田丘陵の南端があり、丘陵斜面の一部には古琵琶湖層群をすべり

面とした小規模な地すべり地形がみられる。地すべり地では、丘陵の中腹でありなが

らも水が得られるため、丘陵地斜面や頂部まで田として利用されているのが特徴であ

る（図 4-4）。丘陵地を開析した谷底低地にも、田と樹木畑がみられる。丘陵頂部など

の旧雄琴村には、千野や苗鹿など古くからの集落がある。 
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図 4-4 堅田丘陵に広がる水田 

今千野周辺の丘陵の斜面や頂部は、広く田として利用されている。今千野集落は旧千野村で、低地の旧苗鹿村と

ともに当時の雄琴村に合併した。1:50000 地形図「京都東北部」明治 42 年測図（部分×2.0）。土地利用の凡例

は図 4-1 を参照（千野集落以北は調査範囲外のため、土地利用図は未作成）。 

 

③低地における土地利用 

本図幅の低地には、琵琶湖に面する草津川・野洲川低地、琵琶湖西岸低地の湖岸平野

と、山科川と大戸川が形成した盆地状の山科川低地、大戸川低地の二つのタイプが存

在する。 

草津川・野洲川低地は、琵琶湖東岸の扇状地と湖岸平野に位置する。低地には、条

里制区画の田が広がり、自然堤防上には条里集落が発達する（図 4-5）。中山道には細

長く街村が発達し、草津宿のような大きな宿場町が築かれた。中山道は、野洲川や草

津川が形成した緩扇状地の扇端付近を通ることからも、集落や交通量の多い幹線道路

は、低地のなかでも比較的地盤条件の良い微高地につくられてきたことがわかる。ま

た、本図幅内には天井川が良く発達するが、土地利用としては荒地として表現されて

いる。 

琵琶湖西岸低地は、琵琶湖西岸の旧雄琴村（現大津市）から、琵琶湖南端の旧石山

村（現大津市）にかけて広がる低地である。北部には、延暦寺の門前町として上坂本

や穴太、南滋賀などの集落が点在し、湖岸の西近江路沿いにも、下坂本や比叡辻など

の集落がある。農地は、概ね田あるいは桑畑である。 

一方、南部は膳所・石山丘陵と、湖岸との間の僅かな幅の低地に、大津の旧市街地

や膳所、石山の市街地がある。大津は、古来より琵琶湖水運による京都、または湖北・

湖東地域への物資の集積地で、交通の要地である。大津の旧市街地には、これらの都

市機能を構成する建物用地のほか、大津連隊区の軍用地も存在する。また、草津川・

野洲川低地と同じく天井川が発達し、本図では荒地として表現される。 
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図 4-5 栗東市（旧大宝村）の条里制区画と集落 

左端の破線の範囲が、条里制の基本単位「坪」にあたる。大宝村は自然堤防などの微高地上に小規模な集落が発

達した。綣（へそ）や二町は、旧中山道に沿って延長する街村的性格の集落である。米軍撮影空中写真、昭和

22（1947）年 9 月 27 日撮影、縮尺 1:16000（部分、原寸）。 

 
山科川低地は京都盆地と近江盆地とに挟まれた小規模な盆地で、田と竹林が目立つ。

京都、奈良と近江、東国を結ぶ回廊的地域であり、奈良街道、東海道沿いには集落や、

山科本願寺を中心とした寺町が存在している（日本地誌研究所編、1973）。 

大戸川低地は、主に田として利用されている。集落は山麓部の段丘や扇状地にある

が、一部の集落は盆地内の低地にある。特徴的なのは、盆地中央部にある里、枝の両

集落で、天井川化した天神川の両岸に形成された幅広い微高地上に立地する。 

 

明治期において、山地は中世からの無計画な森林伐採や採石により、荒廃地が目立つ

状況であった。丘陵地や台地は、畑作を中心に農地として利用されるとともに、段丘に

は中世および近世からの交通網の発達に合わせて集落がつくられ、建物用地になってい

た。低地をみると、琵琶湖東岸では条里制による耕地区画や条里集落の佇まいが残され

ている。また、天井川に沿った微高地は、宿場や建物用地、畑になっていた。 
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(2) 昭和 44（1969）年頃（現在から概ね 40 年前）の土地利用 

昭和期の土地利用分類図（第２期）は、昭和 44（1969）年に編集され、昭和 45（1970）

年に刊行された５万分の１地形図を基礎資料として、土地利用分類を行ったものである

（図 4-6）。この地形図は、５万分の１地形図として最初の編集図で、２万５千分の１地

形図から編集が行なわれている。 

 
図 4-6 「大津」図幅における約 40 年前（昭和 44 年、1969 年）の土地利用 

 
①山地における土地利用 

比叡山地では、森林の乱伐による荒地や採石による裸地が、明治期以降の治山事業

によりほぼ消失した。荒廃地周辺では、モチツツジ-アカマツ群集などの二次林が目立

つようになっている（環境省、1985a、1985b）。また、この時期には皇子山カントリー

クラブや、明治期の荒廃地を利用した比叡平団地などの大規模開発が開始されている

（図 4-7）。 
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図 4-7 比叡山側から望む比叡平の住宅地 

昭和 30 年代後半から比叡山地を造成した住宅地。明治期には荒地であった。2013 年 10月撮影。 

 
醍醐山地は山地と田、畑などの農地として利用され、明治期と比較して大きな変化

はみられない。しかし、その後の昭和 51（1976）年には京都国際カントリークラブが

オープンし、さらに平成 12（2000）年には音羽ダムの建設など、山地の開発が進んだ。

田上山地では、比叡山地と同じく森林の乱伐による荒廃地が減少し、治山事業が功を

奏して森林が復元されつつある。 

 
②丘陵地、台地における土地利用 

瀬田・栗東丘陵では、田畑の宅地化が進行した。草津市笠山では、明治期の畑および

桑畑から果樹園に変わった。大正初期の繭価格の暴落およびカイコの薬害死のため、

それまでの畑や桑畑から、ナシや柿の果樹栽培に切り替えられたものである（草津市、

1988）。丘陵地では他の地域の丘陵地と同様に、ゴルフ場の開発が進んだ。なお、滋賀

医科大学や、立命館大学の進出に伴う大規模な開発が行われるのは、昭和 50（1975）

年代に入ってからである。膳所・石山丘陵においても、田畑の宅地化が進行し、東海道

線と名神高速道路との間に広がる段丘や谷底平野には、宅地や工場がつくられた。堅

田丘陵では、明治期と比べても大きな変化はなく、丘陵地には森林と田が広がってい

たが、昭和 49（1974）年の国鉄湖西線の開通に合わせて、昭和 40 年代後半から丘陵

地全域で大規模な宅地開発が行われることになる（図 4-8）。 
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 （１）昭和 44（1969）年       （２）平成 11（1999）年 

図 4-8 坂本および木の岡町周辺の変遷 

昭和 44 年図では江若鉄道が廃止され、国鉄湖西線はまだ開通していない。大規模な開発はまだ行われていない

が、丘陵縁辺部には一部で団地開発による地名（木ノ岡団地）や、建設中の道路が確認できる。平成 11 年図で

は丘陵地に日吉台の住宅地が完成し、木ノ岡団地は木の岡町と町名を変えた。JR 線やバイパスが開通し、駅や

I.C.ができている。坂本の集落は、昭和期も平成期も寺社記号が多く、現在も寺町である。（１）は５万分１地

形図「京都東北部」昭和 44 年編集（部分×1.2）、（２）は数値地図（地図画像 50000）「京都東北部」平成 11 年

修正（部分×1.2）。 

 
③低地における土地利用 

草津川・野洲川低地では、湖岸沿いの干拓事業により新たな農地が増加した。草津市

や栗東町では、名神高速道路の開通と、栗東インターチェンジの開設により交通条件

が向上したことで、市街地の拡大や工場進出が始まった。滋賀県では昭和 33（1958）

年以降、工場誘致に関する本格的な調査が始まり、昭和 38（1963）年には、近畿圏整

備に関する基本計画が策定された。草津市や守山市では、機械や繊維加工などの工場

や、関連企業の進出が盛んになると共に、農地に宅地や工場が混在するスプロール現

象もみられるようになった（川端、1966：内田、1985）。 

農地では、草津川下流域の自然堤防を利用した露地栽培の畑が、ビニールハウスに

よる野菜の促成栽培に変化した（図 4-9）。また、湖岸沿いには森林がみられるが、こ

れは地形図のしの地記号に対応する分類で、実際はヨシなどの湖岸の湿生植物の様子

を表したものである（図 4-10）。 
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（１）昭和 50（1975）年        （２）平成 20（2008）年 

図 4-9 草津川下流域における畑作の変化 

草津川下流域の畑は、昭和 55（1980）年頃を境に露地栽培からビニールハウス栽培へと変化した。ビニールハ

ウス群では野菜のほか、メロン栽培が行なわれている。（１）国土地理院撮影空中写真 CKK75-9,C32-2、昭和 50

（1975）年９月 11 日撮影、縮尺 1:10000、（２）国土地理院撮影空中写真 CKK2008-1,C15B-28、平成 20（2008）

年５月６日撮影、縮尺 1:10000。 

 

  
図 4-10 琵琶湖岸のしの地 

地形図（左図）の緑色の着色範囲内には、湖岸の葦原を表している「しの地」の記号が確認できる（着色部分）。

葦原は琵琶湖の水質や生物の多様性の維持に欠かせない存在である。地形図は 1:25000 地形図「草津」昭和 42

年改測（部分×1.5）、空中写真：国土地理院撮影空中写真 CKK-75-9,C30-2、昭和 50（1975）年９月 11 日撮影、

縮尺 1:10000。 

 
琵琶湖西岸低地では、北部の京阪電鉄石山坂本線の沿線で市街地が拡張している。

湖岸には自衛隊駐屯地や保養所、レジャー施設が建設され、点在していた桑畑も宅地

に変わった。南部の大津市街地は、大津駅を中心にした明治以前から続く旧市街地も
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あり、都市化が早い時期に進んだ。また、地理的に京阪神に近く、良好な交通条件と、

琵琶湖からの用水取得が容易なことをメリットに、大正期には旭化成（開設当時は旭

人絹）や、東洋レーヨンなどの繊維関連の重化学工場が進出した（日本地誌研究所編、

1976：大津市、1982）。 

山科川低地では、京都近郊の住宅地として急速な宅地化が始まり、田から建物用地

への転用が著しい。大戸川低地は田畑が中心の土地利用で、明治期からの変化は少な

い。 

 
以上のように、昭和 44（1969）年頃には、各丘陵地における宅地開発が進み、明治期

にみられた多くの農地が建物用地に転用されている。低地においても工業団地の進出や、

各都市の市街地の拡大に合わせて農地から建物用地への転用が進んだ。山地では、京都

府や滋賀県の治山事業により、荒廃地から森林への回復が見られる一方で、ゴルフ場や

宅地などの開発も始まっている。山地や丘陵地を造成し、また、低地においても、氾濫

原や三角州などのより地盤の弱い場所に市街地が拡大した時期でもある。 
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4.2 土地利用の変遷の概要 

(1) 土地利用面積の推移 

図 4-11 と表 4-1 は、現在から概ね 110年前および 40年前の２時期の土地利用分類図

と、平成 21（2009）年版の国土数値情報土地分類細分メッシュデータから、本図幅内の

田、畑（畑・その他の畑地）、森林等（森林・荒地・水面）、宅地等（建物・その他の用

地）の主要な土地利用４項目についての面積集計結果である。なお、図表中の面積は、

各市区の本図幅内の数値であり、市区域全域の面積ではない。 

 
図 4-11 土地利用別面積の推移（1909、1969、2009 年） 

 
表 4-1 土地利用別面積の推移（1909、1969、2009 年） 

 
1.明治期及び昭和期は土地利用分類図の図上計測値。2009 年は国土数値情報（土地利用メッシュ）による集計

値。 

2.昭和期及び平成期の下段は明治期からの増減量。 

3.行政区域は平成 22（2013）年３月 31 日現在の区域を当てはめた。本図幅内のみの集計値である。 

4.森林等には琵琶湖が含まれる。 
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明治 42（1909）年時点では、森林等が 189.56km2 と最も多く、ついで田の 85.71km2、

宅地等の 17.60km2、畑の 3.88km2の順となっている。森林等や農地（田、畑）だけで全

区域の約 93％を占め、宅地等は全体の約４％に過ぎなかった。地域別に見ると、滋賀県

側においては、比叡山地や醍醐山地、田上山地を抱える大津市で、森林等の占める面積

が 118.73km2と広く、農地（田、畑）の 30.33km2と合わせると、約 93％が非都市的な土

地利用である。草津市は、農地（田、畑）と森林等の面積がほぼ同じ（農地 30.46km2、

森林 29.63km2）である。ただし、森林等には琵琶湖の湖面が含まれている。京都府側で

は、本図幅の大半が比叡山地、醍醐山地にあるため、森林等の占める割合が高い。明治

期では、森林の改変が少なかったことが伺える。 

昭和期になると、農地（田、畑）が 75.77km2、森林等が 182.42km2に減少し、宅地等

が 37.56km2に増加している。増減の割合を見ると、田や畑は明治期に比べ 14％ほど減少

したが、森林等は約４％減と、それほど大幅な減少はみられない。一方で、宅地等は約

２倍に増加している。地域的に見ると、農地（田、畑）の減少は大津市で約９km２減と

顕著であり、草津市で約２km2減、守山市で約 0.4km2減、栗東市で約 0.9km2減である。

それぞれの自治体で、森林は減少しているものの、大津市と比較すると少ない。山科区

では、田と森林等で減少した面積の分だけ、宅地等が増えている。 

昭和期から平成期にかけては、田は全体で 37.34km2 と昭和期の半分以下に、畑は

1.69km2と昭和期の約 40％に減少したが、森林等は 165.74km2で 10％の減少に留まって

いる。一方で、宅地等は 91.98km2と約 2.5 倍に拡大し、明治期から比較すると実に５倍

以上になった。地域的に見ると、宅地等は大津市では 44.40km2にも及び、昭和期から約

２倍に、草津市では 26.77km2 と約 3.5 倍に、守山市では 9.95km2、栗東市でも 7.13km2

と、それぞれ約３倍に増加している。農地においては、大津市で 10.22km2と、昭和期か

ら半分以下に減少した。同じく草津市では 16.71km2と 40％強の減少、その他守山市や栗

東市でも大きく減少している。森林等は、大津市では 105.88km2 で、昭和期から８％弱

の減少、草津市では 20.68km2と 27％弱減少している。森林等の減少は、比叡平をはじめ

とした比叡山地および醍醐山地での宅地開発や、瀬田・栗東丘陵での大規模開発の影響

が大きい。一方、京都府側では、各土地利用に大きな面積の増減はみられないが、宅地

等は面積が小さいながらもほぼ倍増している。 

 

(2) 地形分類別土地利用面積の推移 

図 4-12 と表 4-2 は、明治期、昭和期、平成期の土地利用の面積を主要な自然地形分

類項目ごとに集計した結果である。全体を通してみると、本図幅においては、山地、丘

陵地と水部（琵琶湖）の占める割合が高いため、各時期ともに山地斜面と、その他の地

形分類における森林等の利用が際立っている。 

土地利用ごとにみると、田は圧倒的に氾濫原低地や、三角州などの低地に多い。特に、

草津川・野洲川低地に代表される湖南平野に広く分布するが、時代と共に宅地等の都市

的な土地利用に変化していく。しかし、田においては、地形分類ごとの構成比に大きな

変化はない。 

畑は、そもそもの面積が小さく、明治期でも 3.88 km2、昭和期で 4.26 km2、平成期で

は 1.69 km2である。畑は、明治期においても昭和期においても、台地や自然堤防上に多
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く存在していたが、平成期では台地等における畑の面積はわずか 0.04km2 に激減した。

平成期に入り、丘陵地で急激な宅地開発が行われたため、台地上にあった畑が失われた

ものと考えられる。 

森林・荒地・水面は、山地斜面等とその他の地形（河川敷や水部、旧水部等）に占め

る面積が大きい。平成期にかけて、森林等は宅地等への転用に伴い、面積は漸減する。

しかし、地形分類ごとの構成比に大きな変化はないため、宅地等への転用は地形分類に

関わらず、万遍なく行われたものと考えられる。 

建物・その他の用地は、農地（田、畑）や森林等からの転用を受けて、著しく増加し

た。明治から平成期にかけては、一貫して田から宅地等への転用が進行したことが伺え

る。特に山地斜面・台地・氾濫原低地での面積の伸長が著しい。一方で、自然堤防等で

の面積は他の地形分類と比較して、大きな変化は見られない。水害に比較的強く、地盤

条件の良い自然堤防上に、古くから集落がつくられてきたことが推察できる。 

河川敷や水部、旧水部を含む、その他の地形分類において、明治期ではほとんど宅地

は見られなかったが、平成期では約 5.6km2もの面積を占めるようになっている。住宅地

や工場などの建設が、低湿で不安定な地盤上へも進行したためで、地震や水害などにお

ける被害が憂慮される。 

1.区分ごとの面積は、本調査の自然地形分類図及び土地利用分類図（明治：1909、昭和：1969 年）、国土数値

情報の土地利用細分メッシュ（平成：2009 年）を 100mメッシュデータに変換し、各図のメッシュごとの分

類の組み合わせで積み上げて集計した。

2.地形分類の内訳は次の通り。

山地斜面等：山地斜面、麓屑面及び崖錐、土石流堆積地、台地等：砂礫台地、自然堤防等：自然堤防、天井

川及び天井川沿いの微高地、砂州・砂堆、氾濫原低地等：緩扇状地、扇状地、谷底低地、氾濫原低地、旧河

道、湿地、その他：河原・河川敷、現水部、旧水部の各合計。

図 4-12 土地利用別面積の推移（1909,1969,2009 年） 
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表 4-2 地形分類別の土地利用面積の推移（1909，1969，2009 年） 

1.調査結果の自然地形分類図及び２時期の土地利用分類図、国土数値情報データをそれぞれ 100m メッシュに変

換し、メッシュごとに分類の組み合わせを積み上げて集計した。

2.土地利用区分は、明治、昭和は本調査の土地利用分類図、平成は国土数値情報（土地利用細分メッシュ）によ

る。

3.地形分類の内訳は以下の通り。

山地斜面等：山地斜面、麓屑面及び崖錐、土石流堆積地、台地等：砂礫台地、自然堤防等：自然堤防、砂州・

砂堆、氾濫原低地等：緩扇状地、扇状地、谷底低地、氾濫原低地、旧河道、湿地、その他：河原・河川敷、

現水部、旧水部の各合計。

4.昭和及び平成の下段は、明治からの増減量。
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(3) 人工集中地区の変遷 

 
図 4-13 滋賀県湖南地方および京阪奈都市圏における人口集中地域（DID※）の変遷 

1.使用したデータは、国土数値情報（人口集中地区及び行政界）。 

2.赤、緑、青の同心円は、大阪、奈良、京都からの 10 ㎞ごとの等距離を示す。 

 

図 4-13 は、昭和 35（1960）年から平成 22（2010）年までの滋賀県湖南地域および、

京阪奈都市圏における都市域の分布図である。滋賀県湖南地域は、大阪から 50km 圏、

京都から 20km 圏に位置し、大阪の人口流入圏としての性格は薄いが、京都の人口流入

圏として位置づけられる（藤井、1981）。本図幅においては、琵琶湖を取り囲むように

                                                                                                                                                     
※人口集中地区（DID= Densely Inhabited District）：昭和 35（1960）年国勢調査以降、新たに設定された統計表章地

域。調査区（約 50 世帯）を単位として、原則として調査区の人口密度は 1 km2につき 4000 人以上あり、そのような

調査区が互いに隣接して、その合計が 5000 人以上に達する場合に、これを一つの人口集中地区として区画する。実

質的には市街地を形成する区域を表すといえる（浜、1989）。平成２（1990）年までは、調査区単位で集計されてき

たが、平成７（1995）年以降は基本単位区で集計されている。 
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DID が拡大してきた様子がみられる（図 4-14）。その面積は、半世紀の間に５倍以上に

も広がり、特に昭和 55（1980）年以降の増加が著しい（表 4-3）。 

図 4-14 滋賀県湖南地方の人口集中地域（DID）の変遷 

1.使用したデータは、国土数値情報（人口集中地区）及び（行政界）。

2.赤、緑、青の同心円は、大阪、奈良、京都からの 10 ㎞ごとの等距離を示す。

表 4-3 京都 20km 圏内における DID の地形分類別面積 

山地 丘陵地・台地 低地 水部
京都都市圏 89.99 48.34 66.75 42.76 247.83
うち 昭和35年DID内 0.29 1.33 7.13 0.05 8.79
うち 昭和45年DID内 0.09 3.73 12.02 0.09 15.94
うち 昭和55年DID内 0.78 11.55 22.17 0.15 34.66
うち 平成２年DID内 1.32 14.17 25.89 0.12 41.49
うち 平成12年DID内 0.70 17.70 26.90 0.08 45.38
うち 平成17年DID内 0.69 18.81 27.40 0.09 46.99
うち 平成22年DID内 0.68 19.46 27.70 0.07 47.91

区域 合計
地形分類別面積

（単位：km2）

1.京都から 20 ㎞圏内の同心円で囲まれた範囲を京都都市圏と想定し、本図幅における７時期の DID について、

自然地形分類別の面積を集計した。

2.地形分類は本調査の自然地形分類図より集計した。DID は国土数値情報（人口集中地区）より集計した。
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時代を追ってみていくと、昭和 35（1960）年当時の DIDは、大津市街や草津市街に限

られていた。低地の微高地などにある、古くから続く集落を軸にした小規模な都市が広

がっていたものと考えられる。昭和 45（1970）年は、大津市北部の大津京付駅近や、膳

所・石山および瀬田・栗東の丘陵地で宅地化が進んだ。DID も、これらの地域の宅地化

に合わせて増えている。草津市や守山市では、農地が工場用地などに転用されたことで、

低地への DID の拡大がみられる。昭和 55（1980）年になると、DID は急激に増加する。

丘陵地の森林や、台地や低地にあった農地などが大規模に造成され、次々と住宅地や工

場などに変化した時代である。 

平成２（1990）年と平成 12（2000）年までには、新名神高速道路の開通により、草津

市や栗東市のインターチェンジ付近での工業団地の発達や、草津市丘陵部への立命館大

学草津キャンパスをはじめとする大学の進出、大津市坂本付近の宅地開発があり、山地

や丘陵地に DID が急増した。DID は、草津市から守山市まで繋がり、ほぼ現在の DID の

範囲が形成された。 



55 

５ 調査地域の災害履歴概要 

5.1 災害履歴概説 

(1) 地震災害

本図幅内に被害を及ぼす地震は、主に陸域の浅い地震である。 

滋賀県の地形を見ると、県中央部には琵琶湖が大きく広がり、その南東側の近江盆地

とともに、低地となっている。その周りを鈴鹿山脈、伊吹山地、比良山地などの山地が

取り囲んでいる。これらの山地や低地・琵琶湖の形成には、その境界付近に分布する活

断層の運動が密接に関係していると考えられている。県内の主要な活断層としては、琵

琶湖の西岸に沿って琵琶湖西岸断層帯、その西側の山地に三方・花折断層帯があり、こ

れらの２つの断層帯は、ほぼ並行するように北北東－南南西方向に延びている。琵琶湖

の北東には福井県から続いている柳ヶ瀬断層帯や関ヶ原断層帯が北西－南東方向に分

布している。また、琵琶湖の北方では、野坂・集福寺断層帯や湖北山地断層帯などの比

較的長さの短い活断層が交差するように密集している。さらに、県南東部には鈴鹿西縁

断層帯や頓宮断層があり、三重県へ続いている。県内の活断層は、ほぼ東西方向に圧縮

されるような向きに活動する逆断層または横ずれ断層で、その活動度はＢ級またはそれ

以下である。活断層調査によると、三方・花折断層帯に含まれる花折断層北部では約 460

年前から約 360 年前の間に、南部でも約 2500年前から約 1300 年前の間に活動があった

と推定されている。 

滋賀県に被害を及ぼした陸域の浅い地震のうち、歴史資料として記録に残っている最

も古い地震は、976年の地震である。この地震により、京都府南部や滋賀県で死者 50 名

以上などの被害が生じた。この地域で知られている最大級の地震は、1662 年の地震であ

る。特に琵琶湖西岸の比良岳付近の被害が甚大であり、被害は近畿から中部地方にも及

び、全体の死者は 800 名以上となった。この地震は、地盤の液状化の跡、地盤の上下変

動の記録、活断層調査などから、琵琶湖西岸断層帯及び三方・花折断層帯北部で発生し

たと考えられている。また、琵琶湖北部の竹生島の一部を崩壊させた 1325 年の地震は、

活断層調査によると柳ヶ瀬断層で発生したと考えられている。その他に、1185 年、1819

年 、1833 年などにも被害の記録があるが、これらの地震がどの活断層に関係したもの

であったかは明らかではない。 

また、1854 年の伊賀上野付近の地震や 1891 年の濃尾地震のように周辺地域で発生す

る地震や、1952 年の吉野地震のように沈み込んだフィリピン海プレート内で発生するや

や深い地震、南海トラフ沿いで発生する巨大地震によっても被害を受ける可能性がある。 

地震に起因する災害として液状化被害が古くから発生しており、地震考古学によれば、

各地で発掘された遺跡において液状化の跡が明瞭に残っていることが知られている。 

大津市穴太遺跡では扇状地堆積物の中に平安時代の地層を引裂く液状化跡が発見さ

れており、墳砂流出の最終段階で砂礫（最大径 6mm）を砂脈上部まで押し上げている（公

益財団法人滋賀県文化財保護協会）。 

これまで噴砂現象が起こりにくいとされていた硬い地盤からの発見で、安定した地盤

でも砂を含んでいれば強い地震動で液状化するという事例で、扇状地の砂礫層で噴砂が

http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/n7-35.htm
http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/n7-35.htm
http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/n7-35.htm
http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/n7-36.htm
http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/n7-36.htm
http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/n7-39.htm
http://www.hp1039.jishin.go.jp/eqchr/n7-39.htm
http://www.weblio.jp/content/%E6%89%87%E7%8A%B6%E5%9C%B0
http://www.weblio.jp/content/%E5%B9%B3%E5%AE%89%E6%99%82%E4%BB%A3
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確認されたのは兵庫県神戸市の郡家遺跡に次いで全国で 2 例目である。 

同種の液状化跡は瀬田川下流部の蛍谷遺跡でも発見されている。滋賀県内では、草津、

野洲等の湖岸部にに分布する数カ所の遺跡で液状化跡が発見されており、太古より多数

の地震被害をうけていたことが分かる。 

(2) 水害

滋賀県の中央部に位置する琵琶湖には近江盆地から多くの河川水が流れ込むが、琵琶

湖から流出する河川は本図幅南部の瀬田川のみである。大雨時などには流入する水量が

琵琶湖の排水能力を上回るため、琵琶湖水位の上昇を招き湖岸の低地では浸水被害を受

けやすい。昭和 34 年の伊勢湾台風による水害時には、琵琶湖の水位上昇に合わせて耕

地の浸水面積が拡大した。また、本図幅内には草津川や野洲川など天井川が多く、豪雨

時には破堤や越流などを繰り返し、水害の危険性の高い地形特性となっている。 

本図幅内における水害は、直接太平洋に面している和歌山県などと比べると発生件数

は少ないが、明治 29 年 9 月の大雨による大洪水をはじめ、昭和 28 年の台風 13 号、昭

和 34 年伊勢湾台風、昭和 36年の梅雨前線豪雨、第二室戸台風、昭和 40 年の台風 24 号、

平成 2年の台風 19 号など、度々大災害が発生している。 

災害の原因となった気象条件をみると、台風によるものが最も多く、次いで前線、低

気圧、季節風の順となっており、死者と全壊家屋を伴うような大災害の殆どは台風を原

因としている。月別の発生状況では、大半が 6 月から 9 月までの間に発生しており、6

月、7 月は主として梅雨前線によるものであり、8月、9月は台風によるものが多い。ま

た、2月には大雪後の融雪洪水による被害も発生している。 

水害発生の特徴を整理すると以下の通りとなる。 

・大雨洪水の場合は、琵琶湖の水位が著しく上昇し湖岸を中心に浸水区域が拡大する

ため、沿岸の諸産業に多大の被害が発生する。

・琵琶湖周辺の河川はいずれも中・小河川であるが、天井川や尻無川が多く、大雨時

には水位が急上昇し、破堤や溢水が起こりやすく、また洪水波の下流への到達が非

常に早い。

・大型台風が本県の東側を北東に進むときは、台風に伴う湿った強風が山の斜面に吹

きつけて鈴鹿、比良の両山岳地帯に豪雨が降り、大きな被害が発生する。（例えば昭

和 28年 13 号台風、伊勢湾台風）また大型台風が本県の西側を北東に進むときは、

特に暴風による大きな被害が発生する。
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5.2 災害履歴詳説 

(1) 地震災害

①濃尾地震 明治 24（1891）年 10月 28 日

震央 美濃・尾張（136.6°Ｅ 35.6°Ｎ）Ｍ＝8.0

マグニチュード 8.0 の大規模な地震は内陸部で発生した地震のうち最大級のもの

である。震域は九州、陸羽地方から佐渡におよび、根尾谷地震断層で大きなずれを生

じた。 

滋賀県内での被害は、 

死者 6 人（7,273 人） 

負傷者 47 人（17,175 人） 

全壊家屋 404戸（142,177戸） 

半壊家屋 776戸（80,324 戸） 

道路破損 47 箇所 

橋りょう落下  7箇所 

山腹崩壊 177箇所 

山崩れ 1 箇所 

＊（）内は地震被害全体数 

②大和地震 明治 32（1899）年 3 月 7日

震央 紀伊・大和（136.1°Ｅ 34.1°Ｎ）Ｍ＝7.0

大和の北部から紀伊半島の東岸にかけて発生した烈震で、その震域は極めて広い。

奈良県吉野郡南部の山地では斜面崩壊や地面の亀裂が数多く発生し、全体で死者７

人、全壊戸数 35 戸に及んだ。県内では湖東平野南部に強い揺れを感じている。 

③江濃（姉川）地震 明治 42（1909）年 8 月 14 日

震央 姉川流域（136.3°Ｅ 35.4°Ｎ）Ｍ＝6.8

この地震は内陸部に発生した地震の中でも、最も顕著なもののひとつといわれ、そ

の震央は、本県東浅井郡東草野村山塊の地下と認められる。 

滋賀県内での被害は、 

死者 35 人（41 人） 

負傷者 643 人（784 人） 

全壊家屋 2,192 戸（2,243 戸） 

半壊家屋 5,985 戸（6,123 戸） 

＊（）内は地震被害全体数 

その他山腹崩壊、地面の亀裂、地下水の変動、表流水の変動、噴砂現象などが見ら

れた。 

④北丹後地震 昭和 2（1927）年 3月７日

震央 丹後西北部（京都府北部） （134.9°Ｅ 35.6°Ｎ）Ｍ＝7.3

この地震では関東から南九州にわたって揺れを感じ、滋賀県内でも電線、電話線が
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断線するなどの被害を受け、負傷者 2名発生した。 

⑤東南海地震 昭和 19（1944）年 12 月 7 日

震央 東南海沖（三重県南東沖） （136.2°Ｅ 33.6°Ｎ）Ｍ＝7.9

熊野灘の沖合 20 キロメートル地点を震央とするマグニチュード 7.9 という大規模

地震であり、全体で死者 998 人、負傷者 1859 人、全壊家屋 30,288 戸、流出家屋 3,059 

戸という大きな被害を出した。滋賀県内の被害は、湖北の湖畔デルタもしくは泥炭の

発達地域に集中している。 

滋賀県内での被害は 

負傷者 1 人 

全壊家屋 16 戸 

半壊家屋 33 戸 

工場の全壊 3 棟 

⑥南海地震 昭和 21（1946）年 12月 21 日

震央 南海道沖（和歌山県南海沖） （135.8°Ｅ 32.9°Ｎ）Ｍ＝8.0

高知県の海岸地域に顕著な地形変動を生じたマグニチュード 8.0 のきわめて大き

な地震であり、その震害は四国、九州、近畿、中国および中部地方の一部にもおよん

だ。 

滋賀県内での被害は 

死者 3 人（1,330 人） 

負傷者 1 人（3,842 人） 

全壊家屋 9 戸（11,661 戸） 

半壊家屋 23 戸（23,566 戸） 

そのほか工場の全壊や、電話線、電線の断線等の被害が生じた。 

＊（）内は地震被害全体数 

⑦福井地震 昭和 23（1948）年 6 月 28日

震央 越前平野（福井県嶺北）（136.3°Ｅ 36.2°Ｎ）Ｍ＝7.1

越前平野全域にわたって大被害をおよぼした。

特に被害のはげしい地域は、九頭竜川流域の平野で多数の地割れや噴砂現象が生じ

た。 

被害は全体で、死者 3,769人、負傷者 22,203人、全壊家屋 36,184戸、半壊家屋 11,816

戸、焼失家屋 3,851 戸。 

滋賀県内での被害は、彦根地方で全壊家屋 1 戸であった。 

⑧吉野地震 昭和 27（1952）年 7 月 18日

震央 奈良県（135.8°Ｅ 34.5°Ｎ）Ｍ＝6.8

この地震の有感地域は近畿、中部、中国、四国、関東地方および大分県、福岡県の

一部におよんでいる。被害は吉野川流域で大きく、 
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死者 1 人（9人） 

負傷者 13 人（139 人） 

全壊家屋 6 戸（20 戸） 

半壊家屋 6 戸（26 戸） 

＊（）内は地震被害全体数 

⑨兵庫県南部地震 平成 7（1995）年 1 月 17 日

震央 大阪湾（135.0°Ｅ 34.6°Ｎ）Ｍ＝7.3

大都市周辺で発生した直下型地震で、兵庫県南部を中心に、広範囲に大規模な被害

をおよぼした。 

滋賀県内での被害は 

死者 0 人 (6,434 人) 

負傷者 9 人 (43,792 人) 

＊（）内は地震被害全体数 

県内では彦根で震度５を記録。鉄道や道路の一時不通や断水、停電、ガス漏れ等の

被害があった。 

(2) 水害

①明治 29年 琵琶湖大水害

9 月 3 日から 12 日の 10 日間で 1,008mm の雨量（年間平均降水量の 6 割に達する）

を記録、特に 7 日には 597mm（彦根）を記録した。このため琵琶湖水位は＋3.76m の過

去最高水位を記録した。浸水日数は 237 日にも及んだ。 

②昭和 28（1953）年 8 月 11日～8 月 15日 南山城の水害（多羅尾豪雨）

8月 13 日に、サハリンからオホーツク海に進んだ低気圧から伸びる寒冷前線が、北

海道の南東岸から東北地方北部を通って朝鮮半島中部に達して停滞した。 14 日には

南下して東北地方南部から北陸、近畿北部に停滞した。このため東北地方では大雨と

なり、山形県や秋田県を中心に被害が発生した。 15 日には前線はさらに南下して関

東地方南部、東海、山陰に達し 16 日まで停滞した。京都府南部、滋賀県南部、三重県、

奈良県では 14 日夜から 15日朝にかけて雷を伴う豪雨となった。特に京都府和束町湯

船で 400mm 以上の大雨が降った。京都府では、木津川上流での土石流や、井手町での

大正池の堤防決壊により、300 名を超える死者・行方不明者が出た。滋賀県では多羅

尾村（現：信楽町）で山崩れにより 40名を超える死者が出るなど大きな被害があった。

また、大戸川は瀬田川橋に到る全流路各所で氾濫決壊 橋梁、家屋の流出があった。 

③昭和 28（1953）年 9 月 22日～9 月 26日 台風 13号

9月 18 日にグアム島の南東海上で発生した台風 13 号は、22 日になって急速に発達

し、非常に強い勢力を保ったまま北緯 30 度まで北上した。その後はやや衰えたが、25

日 17時に三重県志摩半島を横断し、伊勢湾を経て 18時半頃愛知県知多半島に上陸し
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た。 21 時には長野県諏訪市付近、26 日 0 時に新潟市の東を通って、6 時には三陸沖

に進んだ。 

四国から関東地方にかけての広い範囲で 20～30m/s の最大風速を観測した。また、

期間降水量は舞鶴（京都府舞鶴市）で 507.0mm に達したほか、四国、近畿、東海、北

陸地方で 200mm を超えた。

この台風により琵琶湖水位は 1.0m上昇し、浸水面積は約 6,000ha に及んだ。宇治川

左岸堤が決壊し、約 2,800ha が浸水した。 

④昭和 34（1959）年 8 月 12日～8 月 14日 台風７号

8月 12 日 9 時に硫黄島の南東海上で発生した台風７号は、発達しながら速い速度で

北上し、14 日 6 時半頃駿河湾から静岡県の富士川河口付近に上陸、10 時には新潟県上

越市付近を通って日本海に入り、15 日には弱い熱帯低気圧に衰えて沿海州に上陸した。 

⑤昭和 34（1959）年 9 月 26日～9 月 27日 伊勢湾台風

9月 21 日にマリアナ諸島の東海上で発生した台風 15号は、中心気圧が１日に 91hPa

下がるなど猛烈に発達し、非常に広い暴風域を伴った。最盛期を過ぎた後もあまり衰

えることなく北上し、26 日 18 時頃和歌山県潮岬の西に上陸した。上陸後 6 時間余り

で本州を縦断、富山市の東から日本海に進み、北陸、東北地方の日本海沿いを北上し、

東北地方北部を通って太平洋側に出た。気圧は彦根で観測史上最低の 949.5hPaを記録

し、降水量は鈴鹿山系で 400～550mm、伊吹山系で 300～400mm、風速も平均風速 20m/s

以上の暴風雨であった。 

この豪雨により、琵琶湖水位は+0.87m に達し、浸水家屋は 25,736 戸、浸水日数は

40日に及んだ。 

⑥昭和 36（1961）年 9 月 15日～9 月 17日 第二室戸台風

9月 8日にエニウェック島の南海上で発生した台風 18号は、西北西に進んで発達し、

12日から 13 日にかけて中心気圧が 900hPa 未満の猛烈な強さの台風となった。進路を

次第に北寄りに変え、14 日には沖縄の東海上を通過、15 日朝奄美大島を通過した。そ

の後北東に進み、16 日 9 時すぎ室戸岬の西方に上陸した。13 時過ぎには兵庫県尼崎市

と西宮市の間に再上陸、18時に能登半島東部に達し日本海に出た。日本海沿岸を北北

東に進み、北海道西岸をかすめてサハリン付近からオホーツク海に進んだ。 

この台風による滋賀県内の被害は死者 3 人、負傷者 438人、全壊 610 戸、半壊 3,388

戸、床上浸水 250戸、床下浸水 557 戸。 

⑦昭和 40（1965）年 9 月 17日 台風 24 号

県東側を北東方向に進んだ雨台風で、17 日朝から降り始め終日暴風雨となったが、

18日 1時にはおさまった。この台風は比良山系で 400～600mm、鈴鹿山系で 500～700mm、

平野部でも 200～400mm の雨をもたらした。琵琶湖は 18 日に＋1.04m を記録し、洗堰

は 17 日には下流枚方で警戒水位を突破したため全閉操作もなされた。 
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⑧昭和 47（1972）年 9 月 16日 台風 20 号 

中型の台風ながら上陸後勢力がおとろえず 16日 22時頃県東部を通過した。このた

め最大瞬間風速は 30～35m/s、降水量は東部山間部で 400mm 以上、西部山間部で 300mm

以上に達した。台風による豪雨により、湖水位は+0.74m に達し、浸水家屋は 6,995 戸

に及んだ。 

 

⑨平成 2（1990）年 9 月 11日～9 月 20日 秋雨前線・台風 19 号 

台風 19号は、9月 13日にグアム島の南東海上で発生して発達しながら北西に進み、

16日には沖縄の南東で猛烈な強さになった。その後北東に進み、19 日 20 時過ぎに強

い勢力で和歌山県白浜町付近に上陸した。台風は北陸、東北を経て、20 日 12 時前に

岩手県宮古市付近から三陸沖に進み、温帯低気圧に変わった。 

 一方、11～15 日に前線が本州上をゆっくり南下したため、一部で雷や竜巻を伴った

大雨となり浸水等の被害があった。台風が沖縄近海に達した 17 日頃から九州、四国、

紀伊半島などで強い雨が降りだし、台風が通過する 20 日まで全国各地で大雨となった。 
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６ 調査成果図の見方・使い方 

6.1  地形分類図 

(1) 自然地形分類図

自然地形分類図は、既存の地形分類図等を参考に、空中写真、地形図等を利用して、

宅地造成等により土地の人工改変が行われる前の自然地形を含め、地形の形態・形成時

期・構成物質等により土地を分類した地図である（表 6-1）。 

これまでの地形分類図では、現状の人工地形が優先して表示される場合があり、改変

前の自然地形の詳細が把握できない等の問題を抱えていた。そのため、この調査で提供

する自然地形分類図は、地形改変により不明瞭になった地形界線を明確に定めると同時

に、かつて存在していた池沼や河川の状況、盛土される前の低地の地形等を分類・復元

することで、現在は失われた過去の地形を読み取ることができるようにしている。土地

をその成り立ちや、生い立ち、形態等により分類した地形分類図からは、災害に対する

それぞれの土地の潜在的可能性を知ることができる。 

表 6-1 自然地形分類区分 

分類 定義 

山
地

山地斜面等 山地・丘陵地の斜面や台地縁辺の斜面等をいう．海岸の磯や岩礁，離れ岩等を含む． 

麓屑面及び崖錐 斜面の下方に生じた岩屑または風化土からなる堆積地形． 

台
地砂礫台地（更新世段丘） 

更新世に形成された、地表の平坦な台状または段丘状の地域で，表層が厚く，且つ未固結の砂礫層からなるも

の． 

低
地

緩扇状地 山麓部から氾濫原低地へと広がる，主として砂や礫からなる，傾斜の緩やかな扇状の堆積地域． 

扇状地 山麓部にあって，主として砂や礫からなる，やや傾斜の急な扇状の堆積地域． 

谷底低地 山地，丘陵地，台地を刻む河川の堆積作用が及ぶ狭長な平坦地． 

氾濫原低地 
扇状地と三角州・海岸低地の中間に位置し，河川の堆積作用により形成された広く開けた平坦地で，自然堤防、

旧河道または湿地を除く低地． 

自然堤防 河川により運搬されたシルト～中粒砂が，河道及び旧河道沿いに細長く堆積して形成された微高地． 

旧河道 過去の河川流路で，周囲の低地より低い帯状の凹地． 

湿地 
自然堤防や，砂州等の後背に位置するため，河川の堆積作用が比較的及ばない沼沢性起源の低湿地．現況の湿

地を含む． 

三角州・海岸低地 河口における河川の堆積作用で形成された低平地． 

砂州・砂堆、礫州・礫堆 波，河流または潮流によって生じた砂または礫の堆積した微高地．

天井川及び 

天井川沿いの微高地 

堤防設置によって周囲の地形面より高くなった河床及びこれに沿って形成された微高地． 

河原・河川敷 現況の河原及び河川敷（低水敷・高水敷）をいい，堤内地の旧河原・旧河川敷を含む． 

水
部

現水部 現況が海，または河川，水路，湖沼等の水部．干潟を含む． 

旧水部 過去の海または湖沼等で，現存しないもの． 

副
分
類

崖 長く延びる一連の急傾斜の自然斜面． 

凹地・浅い谷 細流や地下水の働きによって台地または扇状地等の表面に形成された凹地や浅い谷． 

(2) 人工地形分類図

人工地形分類図は、宅地造成等に伴って地形が改変されている範囲を最近の空中写真

や地形図等を利用して抽出し、土地の改変状況によって「人工平坦地」や「盛土地」等

に分類した地図である(表 6-2)。 

昨今、特に都市地域では、市街地の拡大に伴って、従来の地形の多くが大きく改変さ

れるとともに、開発から年月が経過し、最近は土地本来の自然の状況（自然地形）がわ

からなくなっている地域が各地で見られるようになっている。 
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丘陵地等で住宅団地の開発のため、切り盛り造成等により宅地整備が行われた「人工

平坦地」の中には、現在ほとんど平坦な土地であっても、開発前には尾根や谷が入り組

んだ起伏のある土地だったところがある。この調査では、そうした人工平坦地内につい

て、かつて谷があった場所を、開発前の状況がわかる地形図や空中写真から調査し、「旧

谷線」として表示している。 

また低地では、かつて水田等に利用されていた低湿地等に土を盛って造成した「盛土

地」や、池沼を埋め立てた「埋立地」等の人工地形を分類している。こうした情報を自

然地形分類と組み合わせて活用することにより、土地の安全性に関する情報を得ること

ができる。 

表 6-2 人工地形分類区分 

大分類 小分類 摘要 

 
人工平坦地 

（切り盛り造成地） 

 
宅地等 

山地・丘陵地や台地等の斜面を切土または盛土により造成した平坦地や緩傾斜地のうち，主として住宅や工

業団地等の造成によるもの．造成に伴って生じた人工斜面を含む． 

農地等 上記のうち，主に農地整備，ゴルフ場造成等によるもの．造成に伴って生じた人工斜面を含む． 

旧谷線 人工平坦化地内の山地・丘陵地にかつて存在した谷線． 

改変工事中の区域 人工的な地形改変が進行している区域及び採石・採土場，採鉱地等及びその跡地． 

盛土地 低地等に 0.5ｍ以上盛土して造成された土地．台地上の凹地・浅い谷部分の盛土地を含む． 

埋立地 水部等を埋め立てして造成された土地． 

切土地 山地・丘陵地や台地等の斜面を人工的に切土して生じた平坦地及び急傾斜の人工斜面． 

 

(3) 地形分類図から見た土地の安全性 

自然地形分類図及び人工地形分類図からは、災害に対するそれぞれの土地の潜在的可

能性を判断することができる。特に人工地形が分布する地域では自然地形分類を合わせ

て参照し、その土地の元々の地形条件を把握することにより、土地の安全性に関する詳

細な情報を得ることができる。 

例えば低地の盛土地は、谷底低地、氾濫原低地、旧河道・三角州・海岸低地・湿地と

いった、盛土施工前の地形を自然地形分類図から判断することにより、表 6-3 に示すよ

うな地震の揺れの大きさや液状化の可能性、高潮や洪水氾濫による浸水の可能性等を知

ることができる。 
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表 6-3 地形分類と潜在的な自然災害の可能性 

分類 地震に際して予想される災害 大雨・洪水に対して予想される災害 

自

然
地
形

が
分
布

す
る
地

域 

山

地
・
火

山
地 

山地斜面 
崖や急斜面の近くでは，斜面崩壊や落石の可能性がある． 急斜面等では斜面崩壊の可能性があり，上流部の地質や

崩壊の状況により，豪雨時には谷沿いや谷の出口付近で

土石流発生の可能性がある． 

麓屑面及び崖錐 

背後に崖や急斜面がある場所では，斜面崩壊や落石の可

能性がある．また，地質や傾斜等の状況によっては地す

べりが発生する可能性がある． 

谷沿いや谷の出口付近では，上流部に崖錐や麓屑面が多

数存在する場合，豪雨時に土石流発生の可能性がある．

また，地質や傾斜等の状況によっては地すべりが発生す

る可能性がある． 

台

地 

砂礫台地 

（更新世段丘） 

台地の縁辺部の斜面では崩壊や地すべりの可能性があ

る． 

通常は洪水時に浸水することはないが，凹地などでは浸

水することがある．また、低地や近くの水路との間に十

分な高さがない台地では，洪水時に冠水することがある．

逆に低地との間に高さがある台地では，縁辺部での斜面

崩壊や地すべりの可能性がある．こうした地域では過去

の浸水実績や土砂災害実績を知ることも有効である． 

低
地 

緩扇状地 
一般的に地盤は良好だが，末端部では液状化の可能性が

ある． 

豪雨時に砂礫の浸食・堆積の可能性があるが，排水は良

好である．上流部の状況により，洪水時には土石流発生

の可能性がある． 

扇状地 
一般的に地盤は良好だが，末端部では液状化の可能性が

ある． 

豪雨時に砂礫の浸食・堆積の可能性があるが，排水は良

好である．上流部の状況により，洪水時には土石流発生

の可能性がある． 

谷底低地 
低地の中でも堆積物の状況により地震の揺れが増幅され

る可能性がある．また，斜面の近くでは，斜面崩壊の危

険性がある． 

洪水時に冠水することもあるが，概ね排水は速やかであ

る．斜面の近くでは，斜面崩壊の可能性がある． 

氾濫原低地 
低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく，液状化の可

能性がある。 

河川洪水，内水氾濫の可能性がある． 

自然堤防 
低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく，液状化の可

能性がある．  

異常の洪水時に浸水することがあるが，周囲の氾濫原低

地と比べ高く，排水も速やかである． 

旧河道 
低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく，液状化の可

能性が特に高い地域である． 

明瞭な凹地では洪水の通り道となる場合があり，排水状

況も悪いため，浸水時には長く湛水することがある． 

湿地 
地震の揺れが増幅され，地盤変異の可能性がある．  盛土の状況により違いはあるが，洪水時には排水がきわ

めて悪く，長時間湛水する可能性がある． 

三角州・海岸低地 
低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく，液状化の可

能性が特に高い地域である．また，津波により浸水する

ことがある． 

洪水時に湛水したり，高潮による浸水の可能性がある． 

砂州・砂堆， 

礫州・礫堆 

地震の揺れが増幅され，砂州と砂州の間の低地では液状

化の可能性がある．また，海岸沿いでは，津波の大きさ

によっては浸水することがある． 

比高の小さい砂州･砂堆では洪水や異常の高潮等で冠水

することがあるが，排水は速やかである． 

天井川及び天井川
沿いの微高地 

地震の揺れで天井川の堤防が崩壊、決壊等した場合，周

辺の低地部への流水の可能性がある． 

河川の増水による，周辺の低地部への流水の可能性があ

る． 

人
工

地
形
が

分
布
す

る
地
域 

山

地
・
台

地
等 

人工平坦地 

（宅地等） 

特に谷埋め盛土地やその周辺では，地盤が変形したり盛

土部分が崩壊する可能性がある． 

背後に急傾斜面がある場合では，斜面崩壊の可能性があ

る．また，盛土地では崩落や地すべりの可能性がある． 

人工平坦地 

（農地等） 

特に谷埋め盛土地やその周辺では，地盤が変形したり盛

土部分が崩壊する可能性がある． 

背後に急傾斜面がある場合では，斜面崩壊の可能性があ

る．また，盛土地では崩落や地すべりの可能性がある． 

改変工事中の区域 
採石・採土中の切土地周辺では，斜面崩壊の可能性があ

る． 

採石・採土中の切土地周辺では，斜面崩壊の可能性があ

る． 

低
地 

盛
土
地 

谷底低地の 
盛土地 

低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく，高い盛土地

ではさらに揺れが増幅される可能性がある． 

十分な盛土の高さがない土地では，洪水時に浸水するこ

とがあるが，概ね排水は速やかである． 

氾濫原低地の 
盛土地 

低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく，高い盛土地

ではさらに揺れが増幅される可能性がある．  

十分な盛土の高さがない土地では，河川洪水，内水氾濫

の可能性がある． 

旧河道，湿地等

の盛土地 

低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく，液状化の可

能性がある．高い盛土地では，さらに揺れが増幅される

可能性がある． 

十分な盛土の高さがない土地では，河川洪水，内水氾濫

の可能性がある． 

埋立地 
低地の中でも地震の揺れが増幅されやすく液状化の可能

性が特に高い土地である． 

周囲の水面に比べ十分に盛土の高さがない土地では，河

川洪水，内水氾濫等により浸水する可能性がある． 

切土地 
切土斜面が半固結・未固結の場合，地震の揺れによる崩

壊の可能性がある． 

切土斜面が半固結・未固結の急斜面の場合，斜面崩壊の

可能性がある． 

旧谷線 
旧谷線の周辺は厚い盛土の可能性があり，地震の揺れが

増幅され，地盤が変形したり盛土部分が崩壊する可能性

がある． 

旧谷線の周辺は厚い盛土の可能性があり、異常降雨時に

は地盤が緩み、盛土部分が崩壊する可能性がある。 
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6.2 土地利用分類図 

土地利用分類図は、現在から概ね 110年前（明治期）及び概ね 40 年前（昭和 40 年代）

の２時期の旧版地図を判読し、地形図作成当時の土地利用を分類し、その分布状況を表

示した地図である。 

(第１期) 現在から概ね 110 年前の明治期の地形図には、当時の市街地や集落、森林・

農地・河川等が詳細に描かれている。土地利用分類図では、それらを判読し、主要な土

地利用ごとに色分けして表示している。 

(第２期) わが国では、1960 年代後半から空中写真を利用した精度の高い地形図の整

備が全国的に開始された。その時代の地形図から作成した土地利用分類図では、現在か

ら概ね 40年前の土地利用の状況を読み取ることができる。 

なお、明治期、昭和期の２時期の土地利用分類図は、共通の凡例で分類している。そ

のため、現在の地形図を背景に２時期の土地利用分類図を見比べることにより、その都

市の現在の市街地で、かつてどのような土地利用がなされていたかを知ることができる。 

 
表 6-4 土地利用分類区分 

分類 定義 

田 水稲，い草などを栽培している田．季節により畑作物を栽培するものを含む． 

沼田 泥が深く，ひざまでぬかるような田（この分類は明治期だけに適用）． 

畑 麦・陸稲・野菜などを栽培する土地をいい，牧草地，芝地を含む． 

果樹園 りんご・梨・桃・ブドウなどの果樹を栽培する土地． 

樹木畑 桑，茶を栽培している土地．桐・はぜ・こうぞ・しゅろ等を栽培している畑を含む． 

森林 高さ２ｍ以上の多年生植物の密生している地域．植林地においては樹高が２ｍ未満であっても森林とする．高さ２ｍ以下の竹，笹

の密生している土地． 

荒地・海浜等 自然の草地からなる土地及び露岩地，崩壊地，砂礫地などで植物に覆われていない土地．万年雪で覆われた土地を含む． 

湿地 干上がった湖沼の跡などの排水の悪い土地で，雨期には水をたたえるところ． 

建物用地 住宅や建物類似の構築物，商業・業務・工業・公共・流通・通信・各種の処理施設等に利用されている土地． 

交通施設用地 鉄道，道路，空港などに利用されている土地． 

その他の用地 空地，公園緑地，墓地，採石地，採鉱地，自衛隊などの特別な用途に利用されている土地． 

水部 河川，湖沼，ため池等の内水面および海面や干潟． 

 
 

6.3 災害履歴図 

災害履歴図は、国、地方公共団体、その他関係各機関等が調査した資料に基づき、地

域に大きな影響を与えた災害の発生状況や、その被害の様子を示した地図で、災害の種

類ごと分けて作成している。この図では、比較的信頼性の高い情報のうち、最低でも縮

尺 1/50,000（図上の１cｍが現地の 500ｍに相当）レベル以上の精度を持つ資料を選定

して表示している。なお、地図には災害状況等の情報とともに、対象とした資料で扱っ

た調査範囲を示している。引用する被害調査図等の資料が不十分なため、地図に掲載さ

れていない災害があるほか、災害の種類や規模等の条件により、調査範囲外の地域でも

被害が生じているような場合があり、この地図に全ての災害が表示されているわけでは

ないことに留意する必要がある。 

なお、災害履歴図の作成にあたり参照した資料の詳細や、被害の場所等を特定できな

い災害の状況等、その他参考になる事項を、この説明書に記述している。災害履歴図は、
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地形分類図や土地利用図等と見比べたり、さらに詳しい文献を調べたりすることで、そ

の土地の安全性について理解を深めることができる。 

なお、災害発生後の堤防整備や下水道整備、地盤の改良等の防災対策が行われている

場合などには、災害発生当時に比べて、現在は土地の安全性が向上している可能性があ

ることにも留意する必要がある。 

 
 

6.4 成果図面の使い方 

本図幅内で今後も想定される自然災害被害としては、本調査の災害履歴等からみて、

異常降雨時の浸水被害・土砂災害と、大規模地震発生時の建物倒壊、液状化等の地震災

害の、大きく２つが考えられる。これらの被害想定については、国や各自治体が作成し

ている各種ハザードマップにより、現時点で災害が発生した場合の被害の規模について、

ある程度予測することが可能である。 

しかし、今後も地形改変をともなう土地利用の変化が続くと仮定した場合、ハザード

マップ等からでは、新たに地形改変が行われた場所でどのような災害被害が発生するか

を予測することは困難である。また、すでに人工改変が行われているような場所でも、

建築物の更新や再開発等が行われることも考えられる。 

そのような場合において、その土地本来の地形や過去の災害履歴から、自然災害に対

する危険度が高い地域なのかどうかを事前に知っておくことは非常に重要であり、災害

が発生した場合でも被害を最小限に留めるための対策を取ることが可能となる。 

本成果図面の使い方としては、一例として以下のような利用方法が考えられる。 

・現在、本図幅内の土地に住む住民、あるいはこれから住まいを構える住民に対し、

その土地の地形特性からみた災害に対する危険性をあらかじめ認識いただき、住民

自ら、災害が発生した場合を想定した避難行動や被害を最小限にするための安全対

策を考える機会を提供する。 

・各地域における自治会や自主防災組織等が、自分たちが住む地域の自然災害に対す

る危険性や過去の被害状況を把握することにより、より具体的な災害状況を想定し

た避難訓練の実施や、防災物資等の備蓄に役立てることができる。 

・学校教育や生涯学習等の場を通して、自分たちの住む地域の自然地誌を学ぶととも

に、災害と地形との因果関係や過去の災害履歴等から、災害から身を守るための防

災教育での資料として活用する。 

・低地部で新たな開発等を行う場合、地形分類より地盤強度が想定できることから、

軟弱地盤の土地においては、計画場所の変更や軟弱地盤対策工法の選択等、事前に

対策を講じることが可能となる。また、災害履歴から、その土地における過去の被

害程度の把握ができることから、防災・減災に向けた対策の必要性についても事前

に検討できる。 

・緩斜面で切り盛り造成等により人工改変を行う場合、地形分類より地盤強度が想定

できることから、麓屑面や崖錐などの落石や地すべり等土砂災害の危険性が高い場

所では、計画場所の変更や砂防対策の施工等、事前に対策を講じることが可能とな

る。また、災害履歴から、その土地と似た地形条件の場所の土砂災害発生履歴が分
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かることから、防災・減災に向けた対策の必要性についても事前に検討できる。 

 
防災に関しては、これまでは行政の側から語られることが多かったが、近年の市町村

合併による行政単位の拡大や、行政改革にともなう行政職員の減少や防災関連費用の削

減等により、行政のみではきめ細やかな防災対策の実施が困難な状況となっている。 

また、近年では集中豪雨などによる災害の局所化、都市部への人口集中などによる被

害の甚大化が予測され、事前の防災対策の必要性・重要性がますます高まっている。 

そのため、上記で述べたように、本成果図面を活用することにより、行政だけでなく、

地域住民が主体となった防災・減災対策を立てるとともに、新たな土地利用を計画する

際に、事前に自然災害に対する危険性を予測し、計画の変更や防災・減災対策の導入に

役立てることが望まれる。 

 
 
 
 
 



 

68 

７ 引用資料及び参考文献  

 
7.1  引用資料 

 (1) 人工地形及び自然地形分類図 

地形分類図は、土地の「成り立ち・生い立ち・形」で色分けした地図であり、災害を

引き起こす自然現象に対する土地の潜在的な可能性を知ることができる。土地履歴調査

では、自然状態の地形によって土地を区分した地図（自然地形分類図）の上に、人間が

造成した土地の状況を示した地図（人工地形分類図）を重ね合わせ表示した地図を「人

工地形及び自然地形分類図」と呼んでいる。 

大津地区の「人工地形及び自然地形分類図」は、以下の方法により作成した。 

 

①「自然地形分類図」は、２万５千分の１土地条件図（国土地理院）を基本資料とし、

以下の資料を引用または利用して編集した。編集にあたっては、空中写真の補足判読

により一部修正を行った。 
国土地理院（1966）：２万５千分の１ 土地条件図「京都南部」。 

国土地理院（1977）：２万５千分の１ 土地条件図「京都」。 

国土地理院（1984）：２万５千分の１ 土地条件図「大津」。 

京都府・滋賀県（1984）：５万分の１土地分類基本調査（地形分類図）「京都東北

部・京都東南部・水口」 

判読に使用した空中写真は、 
M661-A（昭21.6.21 米軍撮影）、M745（昭23.1.21 米軍撮影）、 

M872（昭23.3.30 米軍撮影）、M873（昭23.3.30 米軍撮影）、 

M875（昭23.3.31 米軍撮影）。 

② 「人工地形分類図」は、２万５千分の１地形図「草津」（平成 10 年部分更新）「京

都東北部」（平成 17 年更新）「京都東南部」（平成 17 年更新）「瀬田」（平成 20

年更新）の読図及び空中写真（KK-2003-1X，国土地理院撮影）の補足判読により作成

したもので、おおむね平成 15 年時点の地形の状況を反映している。 

 

なお、本図の作成にあたっては、海津正倫（奈良大学教授）、植村善博（佛教大学教

授）、高田将志(奈良女子大学教授)の各氏の指導をいただいた。 

 

(2) 土地利用分類図 

大津地区の「土地利用分類図」は、現在から約 110 年前（1910 年頃）及び約 40 年前

（1970 年頃）の２時期を対象に、それぞれの年代に測量された地形図を資料として、当

時の土地利用の状況を、資料とした地形図から読み取れる情報の範囲内で分類し、その

結果を５万分の１の縮尺精度に編集したものである。本地区の「土地利用分類図」の作

成にあたっては、以下の地形図を利用した。 

【第１期（明治期、1910 年頃）】 

・５万分１地形図「京都東北部」明治 42 年測図、大正 5.2.28 発行。 

・５万分１地形図「京都東南部」明治 42年測図、大正 3年部分修正、大正 6.3.30 発
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行。 

【第２期（昭和期、1970 年頃）】 

・５万分１地形図「京都東北部」昭和 44 年編集、昭和 45.11.30発行。 

・５万分１地形図「京都東南部」昭和 44 年編集、昭和 45.11.30発行。 

なお、本図の背景に使用した地形図は、調査時点の最新図（「京都東北部」平成 11年

修正、「京都東南部」平成 19 年要部修正）である。 

 

(3) 災害履歴図 

災害履歴図は、地方公共団体や関係行政機関、研究機関、大学等が調査した水害、地

震災害、土砂災害等の現地調査図等の資料より、調査地域内で過去に発生した災害によ

る被害区域や被害箇所に関する情報を示した地図である。ここで提供する情報は、概ね

５万分の１程度の縮尺レベルで作成されており、位置誤差を含むほか、地図上で表示を

まとめたり省略したりしている場合がある。 

また、引用する被害調査図等の資料が不十分なため、地図に掲載されていない災害も

ある。被害の場所等を特定できない災害等については、別途災害年表や調査説明書本文

に記載しているものもある。 

なお、災害発生後の堤防整備や下水道整備、地盤の改良等の防災対策が行われている

場合などには、災害発生当時に比べて、現在は土地の安全性が向上している可能性があ

る。 

大津地区の災害履歴図の作成にあたっては、以下の資料を引用した。 

【水害】 
①1935 年 9 月降雨 

浸水範囲を以下の資料より転載 

・河村景慶著作（1896年）『明治廿九年九月近江国水害地一覧表』 

②1935 年 6 月降雨（鴨川大水害） 

浸水範囲を以下の資料より転載 

・京都市（1936年）『京都市水害誌「京都市被害状況図」』 

③1953 年 8・9 月降雨（南山城水害・台風 13号） 

浸水範囲を以下の資料より転載 

・国土庁（1992年）『土地保全図 滋賀県「災害履歴図」』 

④1959 年 8 月降雨（台風 7号） 

浸水範囲を以下の資料より転載 

・京都市（1983年）『建設局治水事業と浸水地域の変遷（建設行政のあゆみ）』 

 
 

なお、各地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の５万分の

１地形図、数値地図 50000（地図画像）、数値地図 25000（土地条件）及び基盤地図情報

を使用した。（承認番号平 25 情使、第 919 号） 
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7.2  参考文献 

本調査説明書の作成にあたっては、以下の資料、文献等を参考とした(50 音順)。 

 
（地形分類・土地利用） 
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災害年表（地震）　

規模

西暦 月日 北緯 東経 （Ｍ）

976 7.22 34.9° 135.8° ≧6.7 山城・近江。死者50以上、社寺等倒壊多数。

1185 8.13 35.0 ° 135.8 ° 7.4 近江・山城・大和。社寺倒壊多く、死者多数。

1325 12.5 35.6 ° 136.1 ° 6.5 近江北部・若狭。琵琶湖北方に山崩れあり。竹生島の一部が崩れる。

1586 1.18 36.0 ° 136.9 ° 7.8 〈天正地震〉畿内・東海・東山・北陸諸道。近江長浜で被害。

1596 9.5 34.65 ° 135.6 ° 7 1/2 〈慶長伏見地震〉畿内。現在の栗太郡栗東町で、家屋全壊、死者多数。

1662 6.16 35.2 ° 135.95 ° 7 1/4～7.6
山城・大和・河内・和泉・摂津・丹後・若狭・近江・美濃・伊勢・駿河・三河・
信濃。比良岳付近を中心に被害。死者は大溝で37、彦根30余、榎村300
余、戸川村260余、家屋全壊3600戸以上。

1707 10.28 33.2 ° 135.9 ° 8.4 〈宝永地震〉死者1、家屋全壊80戸。

1819 8.2 35.2 ° 136.3 ° 7 1/4 伊勢・美濃・近江。琵琶湖東岸を中心に、死者、家屋全壊多数。

1830 8.19 35.1 ° 135.6 ° 6.5 京都および隣国。大津で死者1、負傷者2、家屋全壊6戸。

1854 7.9 34.75 ° 136.0 ° 7 1/4 〈伊賀上野地震〉伊賀・伊勢・大和および隣国。死者約1,500。

1891 10.28 35.6 ° 136.6 ° 8.0 〈濃尾地震〉死者6、負傷者47、家屋全壊404戸。

1899 3.7 34.1 ° 136.1 ° 7.0 〈大和地震〉湖東平野南部に強い地震を感じる。

1909 8.14 35.4 ° 136.3 ° 6.8
〈江濃（姉川）地震〉琵琶湖東北岸付近を中心に被害。死者35、負傷者
643。

1927 3.7 35.5 ° 135.2 ° 7.3 〈北丹後地震〉負傷者2、電線、電話線の断線。

1944 12.7 33.6 ° 136.2 ° 7.9 〈東南海地震〉負傷者1、家屋全壊16戸。

1946 12.21 33.0 ° 135.6 ° 8.0 〈南海地震〉死者3、負傷者1、家屋全壊9戸。

1948 6.28 36.2 ° 136.2 ° 7.1 〈福井地震〉彦根地方で家屋全壊1戸。

1952 7.18 34.5 ° 135.8 ° 6.8 〈吉野地震〉死者1、負傷者13、家屋全壊6戸。

1995 1.17 34.6 ° 135.0 ° 7.3
〈平成7年兵庫県南部地震〉石造物の倒壊、境砂現象、市庁舎の窓ガラス
多数破損
　＊大津市　「大津市地域防災計画　防災アセスメント　過去の地震より」

2004 9.5 33.1 ° 136.5 ° 7.4 〈紀伊半島南東沖〉滋賀県内での負傷者1。

＊被害数値に地区名がない場合、滋賀県内での合計数字である。

出典 公益社団法人日本地震学会「日本付近のおもな被害地震年代表」を基本資料とし、

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2009）「日本の地震活動-被害地震から見た地域別の特徴（第2版）」で補足

震央位置
記事

発生年
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災害年表（水害）　

西暦 月日 記事 出典

1446 5.9 〈大雨長降り〉瀬田橋落つ。 2

1544 7 〈大洪水〉日吉の大橋、延暦寺の僧坊数棟、その外民家、人馬等流出。 2

1807 6～8 〈大雨〉諸国洪水。 大津石場街道２尺５寸ばかり水あり。 2

1848 7 〈大洪水〉守山・草津・勢多。大洪水にて大荒れ、人多く死し、家流る。 2

1860 3～6 〈長雨、洪水〉湖水定水より８尺高水勢多橋まん中にて水より橋まで4～5寸。 2

1868 5～7 〈梅雨〉人家床の上１、２尺水込む。 2

1885 7.4
〈明治大洪水〉6月の強雨や台風による豪雨のため、湖水位が2.71ｍに達し、田畑約11,800ｈ
ａが浸水。浸水日数は140日に及んだ。下流の淀川でも各所で堤防が決壊。

1

1896 9.3～9.12
〈琵琶湖大水害〉未曾有の大豪雨により、湖水位は+3.76ｍに達し、浸水面積は約14,800ｈａ、
浸水日数は237日に及んだ。

1

1916 9 〈台風〉湖南地方被害甚大、河川増水 樹木、高塀の倒壊。 2

1917 10.29
〈大正大洪水〉台風により豪雨のため、湖水位は+1.43mに上昇し、浸水家屋約3,500戸、浸水
日数は50日に及んだ。

1

1923 6.27 真野川堤防決壊35ｍ、尾花川氾濫。 2

1926 6.17～6.18 梅雨前線による大雨、伯母川出水氾濫で109戸浸水。 3

1935 6.29 〈鴨川大洪水〉大津市の一部が被害の中心。 2

1953 8.11～8.15
〈南山城の水害（多羅尾豪雨）〉大戸川、信楽川が増水氾濫。大戸川は瀬田川橋に到る全流
路各所で氾濫決壊 橋梁、家屋の流失。

2

1953 9.22～9.26
〈台風13号〉台風により湖水位は+1m上昇し、浸水面積は約6,000haに及ぶ。琵琶湖下流で
は、宇治川左岸堤が決壊し、約2,800haが浸水した。

1

1959 8.13～8.14
〈台風第7号・土佐沖低気圧〉台風による豪雨により、湖水位は+1mに達し、浸水家屋は
19,515戸に及んだ。

1

1959 9.26～9.27
〈台風15号・伊勢湾台風〉台風による豪雨により、湖水位は+0.87mに達し、浸水家屋は25,736
戸、浸水日数は40日に及んだ。

1

1960 7 〈雷雨〉浜大津で浸水40戸。 2

1961 6.26
〈梅雨前線・台風6号〉梅雨前線及び台風の豪雨により、湖水位は+1.1mに達し、浸水家屋は
2,668戸、浸水面積は4,688.8ha、浸水日数は15日に及んだ。

1

1961 9.15～9.17
〈第二室戸台風〉人的被害 死者3、負傷者438、家屋全壊610戸、家屋半壊3,388戸、床上浸
水250戸、床下浸水557戸。

2

1961 10.26～10.28
〈低気圧〉低気圧の豪雨により、湖水位は+0.43mに達し、琵琶湖周辺の各河川で堤防の決壊
被害が発生した。

1

1965 9.17～9.18
〈秋雨前線・台風24号〉秋雨前線及び台風24号の豪雨により、湖水位は+1.02mに達し、浸水
家屋は13,944戸、浸水面積3,100ha、浸水日数10日に及んだ。

1

1972 7.12～7.16
〈豪雨・台風6号〉台風による豪雨により、湖水位は+0.92mに達し、浸水家屋は755戸に及ん
だ。

1

1972 9.16～9.17 〈台風20号〉台風による豪雨により、湖水位は+0.74mに達し、浸水家屋は6,995戸に及んだ。 1

1982 8.1～8.2 〈台風10号〉台風の豪雨により、湖水位は+0.68mに達し、浸水家屋は1,221戸に及んだ。 1

1990 9.11～9.20
〈秋雨前線・台風19号〉秋雨前線及び台風の豪雨により、湖水位は+0.7mに達し、浸水家屋は
1,608戸、田畑浸水面積は3,160haに及んだ。滋賀県内での死者1、負傷者2、一部損壊174
戸、 床上浸水180戸、 床下浸水1,428戸。

1

1995 5.11～5.15
〈大雨〉大雨により、湖水位は+0.95mに達し、浸水家屋は39戸、湖岸の浸食崩壊の被害も発
生した。

1

＊被害数値は地名の記載がないものについては滋賀県内のものである。

出典 １、国土交通省近畿地方整備局琵琶湖河川事務所　「琵琶湖の洪水の歴史」より

２、大津市　「大津市地域防災計画　防災アセスメント　過去の水害」より

３、草津市　「草津市地域防災計画　資料編　草津市の主な風水害」より
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